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平成 24 年 11 月 7 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第１１３回「地域の会」定例会資料 〔前回 10/3 以降の動き〕 

 

 

【不適合事象関係】 

＜区分Ⅲ＞ 

・１０月１７日 ５号機 燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がり等について(P.2） 

（関連） 

・１０月１９日 ５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する原子力規制 

委員会からの指示文書受領について(P.5） 

・１０月２６日 ５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する指示文書に 

対する原子力規制委員会への中間報告について(P.7） 

・１１月 ６日 ５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する指示文書に  

対する原子力規制委員会への中間報告について（続報）(P.9） 

 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・１０月２２日 政府・東京電力中長期対策会議 第１１回会合 

        「東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に 

        向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）」（別紙） 

 

【その他】 

・１０月１２日 第一回原子力改革監視委員会資料の公表について（P.12 添付別紙） 

・１１月 ２日 平成 24 年度冬期の需給見通しについて（P.13） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 



平成 24 年 10 月 17 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 
 

場所 ５号機 

件名 燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がり等について 

不適合の 

概要 

 

定期検査中の５号機原子炉建屋４階の使用済燃料プールにおいて、平成 24 年９月

25 日より燃料集合体チャンネルボックス上部（クリップ部）の点検作業＊１を実施し

ておりますが、10 月 16 日午後５時 40 分頃、点検中の使用済燃料集合体２体でウォ

ータ・ロッド＊２の一部に曲がりがあることを確認しました。現在、詳細調査を実施

しております。ウォータ・ロッドの変形は燃料集合体の構造強度に影響を及ぼすもの

ではなく、当該燃料集合体２体は平成７年から平成 12 年まで問題なく使用した後、

現在は使用済燃料として保管しており、安全上の影響はありません。 

 

また、同日午後０時 10 分頃、別の使用済燃料集合体１体において、線状の異物ら

しきもの１本（確認できる範囲では、長さ：約３～４mm 直径：１mm 未満）が、ス

ペーサ＊３に引っかかり付着していることを確認しました。 

 当該燃料集合体は平成６年から平成 11 年まで問題なく使用した後、現在は使用済

燃料として保管しており、安全上の影響はありません。 

 当所においては、近年、管理区域内におけるワイヤブラシ等の全面使用禁止等の厳

格な異物混入防止対策に取り組んでいるところであり、新たな異物等の混入の可能性

は低いものと考えております。 

 

また、当該燃料集合体を使用していた期間においても、漏えい燃料等の異常は発生

しておりません。 

 

当社は、今後もチャンネルボックス上部（クリップ部）の点検を継続してまいりま

すが、今後の調査で同様の事象が確認された場合は取りまとめて公表いたします。 

  

＊１ 燃料集合体チャンネルボックス上部の点検作業 

当社と他電力会社において、燃料集合体のチャンネルボックス上部（クリップ部）

の一部に欠損が確認されたことから、旧経済産業省原子力安全・保安院の指示に基づ

き、炉内および使用済燃料プールにある燃料集合体について点検を実施しているもの。

  

＊２ ウォータ・ロッド 

  燃料集合体の中央部に燃料棒と並行して設けられている中空の管で、内部に水を通

すことにより燃料集合体内部の出力の最適化を図るもの。 

  

＊３ スペーサ 

   燃料棒と燃料棒の間を一定の間隔に保つためのもの。 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 
 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

今後、ウォータ・ロッドが曲がった原因及び曲がりの状況について調査を行ってま

いります。 
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第１スパン

第２スパン

第３スパン

第４スパン

第５スパン

第６スパン

第７スパン

第８スパン

添付資料１

ウォータ・ロッド

柏崎刈羽原子力発電所５号機　燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がり　概略図

燃料集合体の断面図

燃料集合体
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原子炉建屋４階平面図

機器仮置き
プール

原子炉上部

発見箇所

使用済燃料
プール

燃料集合体構造図

第１スペーサ

第７スペーサ

第６スペーサ

第５スペーサ

第４スペーサ

第３スペーサ

第２スペーサ

柏崎刈羽原子力発電所５号機 使用済燃料プールにおける異物らしきものの発見 概略図

拡大図

第７スペーサ

確認した異物らしきもの

（長さ約３～４mm、太さ１mm未満）

全長
約4.5ｍ

幅 約13㎝
添付資料２

 4



 

柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する 

原子力規制委員会からの指示文書受領について 

 

平成 24 年 10 月 19 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社は、定期検査中の柏崎刈羽原子力発電所５号機において、燃料集合体チャン

ネルボックス＊１上部（クリップ部）の点検作業を実施していた際に、点検中の使用

済燃料集合体２体でウォータ・ロッド＊２の一部に曲がりがあることを確認し、今後、

ウォータ・ロッドが曲がった原因及び曲がりの状況について調査を行うこととして

おりました。           

 （平成 24 年 10 月 17 日お知らせ済み） 

 

当社は、本日、原子力規制委員会より柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合体

ウォータ・ロッドの曲がりに関する指示文書＊３を受領いたしましたので、お知らせ

いたします。 

 

当社といたしましては、本日受領した指示文書に基づき、ウォータ・ロッドの曲

がりの調査計画を作成し原因究明を進め、これらの結果について取りまとめ、同委

員会へ報告してまいります。 

 

以 上 

 

 

＊１ チャンネルボックス 

燃料集合体に取り付ける四角い筒状の金属製の覆いのこと。チャンネルボックスを取り付け

ることにより、燃料集合体内の冷却材の流路を定めるとともに、制御棒作動の際のガイドや燃

料集合体を保護する役割を持つ。 

 

＊２ ウォータ・ロッド 

 燃料集合体の中央部に燃料棒と並行して設けられている中空の管で、内部に水を通すことに

より燃料集合体内部の出力の最適化を図るもの。 
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＊３ 指示文書 

東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに

ついて（指示） 

 

原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、平成24年10月16日に東京電力株式会社

から東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機（以下「５号機」という。）使用済燃料

プールに貯蔵されている燃料集合体２体のウォータ・ロッドに曲がりが確認された旨、連絡を

受けたところです。 

本事象による外部への放射性物質の影響は確認されていないものの、これまでに例のない事

象であることから、下記の対応を実施することを求めます。 

 

記 

 

１．５号機にて確認された２体の燃料集合体のウォータ・ロッドの曲がり及び燃料集合体の

その他の構成要素についての状況を把握し、その原因を究明するための調査の方針及び具

体的な調査計画を策定し、平成24年10月26日までに当委員会に報告すること。 

２．その際、併せて、曲がりが確認された２体の燃料集合体の履歴とそれまでに把握した   

曲がりの詳細状況及び５号機におけるその他の燃料集合体の点検状況についても、平成24

年10月26日までに報告すること。 

３．１．で策定した計画に基づき曲がりの状況把握及び原因究明を行い、その結果について

速やかに当委員会に報告すること。 

 

以上 
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柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する  

指示文書に対する原子力規制委員会への中間報告について 

 

平成 24 年 10 月 26 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社は、定期検査中の柏崎刈羽原子力発電所５号機において、燃料集合体チャン

ネルボックス＊１上部（クリップ部）の点検作業を実施していた際に、点検中の使用

済燃料集合体２体でウォータ・ロッド＊２の一部に曲がりがあることを確認いたしま

した。 

この事象を受け、原子力規制委員会より柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合

体ウォータ・ロッドの曲がりの調査計画を作成し原因究明を進め、これらの結果に

ついて取りまとめ、同委員会へ報告を求める旨の指示文書＊３を受領いたしました。 

（平成 24 年 10 月 19 日までにお知らせ済み） 

 

当社は、この指示文書に基づき、柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合体ウォ

ータ・ロッドの曲がりの調査方針、調査計画を作成し、曲がりが確認された２体の

使用済燃料集合体の履歴や曲がりの詳細状況、他の使用済燃料集合体の点検状況等

を取りまとめ、本日、原子力規制委員会へ報告いたしましたのでお知らせいたしま

す。 

  

なお、これまでの確認において、ウォータ・ロッドの曲がりは燃料集合体へのチ

ャンネルボックス取り付け作業の施工方法に何らかの原因があるものと推定してお

ります。また、当該ウォータ・ロッドの曲がりが使用済燃料集合体の安全性に及ぼ

す影響は小さいものと考えております。 

今後、これらの確認状況を踏まえ策定した計画に基づき、曲がりの状況把握およ

び原因究明を行い、その結果について取りまとめて原子力規制委員会へご報告して

まいります。 

 

以 上 

 

○添付資料 

 柏崎刈羽原子力発電所第５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりについて 

（中間報告） 
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＊１ チャンネルボックス 

燃料集合体に取り付ける四角い筒状の金属製の覆いのこと。チャンネルボックスを取り付け

ることにより、燃料集合体内の冷却材の流路を定めるとともに、制御棒作動の際のガイドや燃

料集合体を保護する役割を持つ。 

 

＊２ ウォータ・ロッド 

 燃料集合体の中央部に燃料棒と並行して設けられている中空の管で、内部に水を通すことに

より燃料集合体内部の出力の最適化を図るもの。 

 

＊３ 指示文書 

東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに

ついて（指示） 

 

原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、平成24年10月16日に東京電力株式会社

から東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機（以下「５号機」という。）使用済燃料

プールに貯蔵されている燃料集合体２体のウォータ・ロッドに曲がりが確認された旨、連絡を

受けたところです。 

本事象による外部への放射性物質の影響は確認されていないものの、これまでに例のない事

象であることから、下記の対応を実施することを求めます。 

 

記 

 

１．５号機にて確認された２体の燃料集合体のウォータ・ロッドの曲がり及び燃料集合体の

その他の構成要素についての状況を把握し、その原因を究明するための調査の方針及び具

体的な調査計画を策定し、平成24年10月26日までに当委員会に報告すること。 

２．その際、併せて、曲がりが確認された２体の燃料集合体の履歴とそれまでに把握した   

曲がりの詳細状況及び５号機におけるその他の燃料集合体の点検状況についても、平成24

年10月26日までに報告すること。 

３．１．で策定した計画に基づき曲がりの状況把握及び原因究明を行い、その結果について

速やかに当委員会に報告すること。 

 

以上 
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柏崎刈羽原子力発電所５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに関する 

指示文書に対する原子力規制委員会への中間報告について（続報） 

 

平 成 24 年 11 月 ６ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社は、定期検査中の柏崎刈羽原子力発電所５号機において、燃料集合体チャン

ネルボックス＊１上部（クリップ部）の点検作業を実施していた際に、使用済燃料集

合体２体でウォータ・ロッド＊２の一部に曲がりがあることを確認いたしました。 

この事象を受け、原子力規制委員会より同発電所５号機の燃料集合体ウォータ・

ロッドの曲がりに関する状況把握および原因究明を行い、これらの結果について報

告を求める旨の指示文書＊３を受領いたしました。 

当社は、この指示文書に基づき、同発電所５号機の今後の調査計画を作成すると

ともに、曲がりが確認された２体の使用済燃料集合体の履歴や曲がりの詳細状況、

他の使用済燃料集合体の点検状況等を取りまとめ、原子力規制委員会へ報告いたし

ました。 

これまでの確認においては、ウォータ・ロッドの曲がりは新燃料として原子炉内

に装荷する前に、水中作業で再使用チャンネルボックスを取り付ける際の施工方法

に何らかの原因があったものと推定しております。 

（平成 24 年 10 月 26 日までにお知らせ済み） 

 

その後、当社は燃料集合体チャンネルボックス上部（クリップ）の点検の関連とし

て、今後詳細点検を予定していた 33 体ならびに追加点検をすることとした 14 体＊４

のうち１体の合計 34 体について使用済燃料集合体の外観点検を行い、これらの点検

結果を中間報告として取りまとめ、本日、原子力規制委員会へ報告しましたのでお

知らせいたします。 

これまでの点検の結果、34 体のうち 18 体（平成 24 年 10 月 26 日までに報告した

２体含む）の使用済燃料集合体のウォータ・ロッドに曲がりを確認いたしました。 

これらの使用済燃料集合体は、いずれも新燃料として原子炉内に装荷する前に、

水中作業で再使用チャンネルボックスを取り付けたものであり、曲がりの原因は、

これまでの推定と同様であると考えております。 

また、当該燃料集合体 18 体を原子炉内で使用していた期間においては、放射線モ

ニタの値に問題は確認されておらず、燃料の健全性に影響を与えるものではなかっ

たと考えております。 

 

今後、残りの 13 体について、外観点検を実施するとともに、策定した計画に基づ

き、曲がりの状況把握および原因究明を行い、その結果について取りまとめて原子

力規制委員会へ報告してまいります。 

 

以 上 
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○添付資料 

柏崎刈羽原子力発電所第５号機 燃料集合体ウォータ・ロッド曲がり事象に 

係る外観点検結果報告書（中間報告） 

 

 

＊１ チャンネルボックス 

燃料集合体に取り付ける四角い筒状の金属製の覆いのこと。チャンネルボックスを取り付け

ることにより、燃料集合体内の冷却材の流路を定めるとともに、制御棒作動の際のガイドや燃

料集合体を保護する役割を持つ。 

 

＊２ ウォータ・ロッド 

 燃料集合体の中央部に燃料棒と並行して設けられている中空の管で、内部に水を通すことに

より燃料集合体内部の出力の最適化を図るもの。 

 

＊３ 指示文書 

東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機の燃料集合体ウォータ・ロッドの曲がりに

ついて（指示） 

 

原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、平成24年10月16日に東京電力株式会社

から東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所第５号機（以下「５号機」という。）使用済燃料

プールに貯蔵されている燃料集合体２体のウォータ・ロッドに曲がりが確認された旨、連絡を

受けたところです。 

本事象による外部への放射性物質の影響は確認されていないものの、これまでに例のない事

象であることから、下記の対応を実施することを求めます。 

 

記 

 

１．５号機にて確認された２体の燃料集合体のウォータ・ロッドの曲がり及び燃料集合体の

その他の構成要素についての状況を把握し、その原因を究明するための調査の方針及び具

体的な調査計画を策定し、平成24年10月26日までに当委員会に報告すること。 

２．その際、併せて、曲がりが確認された２体の燃料集合体の履歴とそれまでに把握した   

曲がりの詳細状況及び５号機におけるその他の燃料集合体の点検状況についても、平成24

年10月26日までに報告すること。 

３．１．で策定した計画に基づき曲がりの状況把握及び原因究明を行い、その結果について

速やかに当委員会に報告すること。 

 

以上 

 

＊４ 追加点検をすることとした 14 体 

ウォータ・ロッドに曲がりが発生した原因を特定する観点から計 30 体の外観点検を行うこと

としているが、その点検対象のうち 16 体は、燃料集合体チャンネルボックス上部（クリップ）

の点検対象の燃料集合体 33 体と重複している。そのため、追加で行う外観点検対象は 14 体と
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なる。 

なお、ウォータ・ロッドに曲がりが発生した原因を特定する観点から実施する外観点検は以

下の通り行うこととしている。 

・ 曲がりが確認された燃料集合体と同様に、新燃料として原子炉内に装荷する前に、水中作

業で再使用チャンネルボックスを取り付けた燃料集合体：10 体（当該燃料集合体 2 体を

含む） 

・ 曲がりが確認された燃料集合体と同時期に製造した燃料集合体のうち、水中作業でのチャ

ンネルボックス取り付けを経験していない燃料集合体：10 体 

・ 現在は、チャンネルボックスを取り付ける水中作業で過大な力がかからないよう作業方法

を見直しているが、その見直しを行った以降に、水中作業で再使用チャンネルボックスを

取り付けた燃料集合体：10 体 

 

 
11



 

 

第一回原子力改革監視委員会資料の公表について 

 

平成 24 年 10 月 12 日 

東京電力株式会社 

 原子力改革監視委員会 

 

 本日、第一回原子力改革監視委員会において、原子力改革特別タスクフォース    

（廣瀬 直己 東京電力株式会社 取締役、代表執行役社長、原子力改革特別タスク    

フォース長）より、別添資料について報告を受けておりますので、ご参考として公表いた

します。 

 

 

別添資料 

・ 原子力改革の進め方 

 

 

                                             以 上 
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平成24年度冬期の需給見通しについて 

 

平成 24 年 11 月２日 

東京電力株式会社 

 

昨年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震以降、これまでの節電について、

広く社会の皆さまにご理解とご協力をいただき厚くお礼申し上げます。 

このたび、平成 24 年度冬期の需給見通しを取りまとめましたのでお知らせいたし

ます。 

 

需要については、お客さまにご協力いただいております節電の効果等を踏まえ、今

冬において需要が高まると予想している１、２月において、平年並みの気温の場合で

は4,990万kW、平成23年度並みの厳寒の場合では5,050万kWと見通しております。 

これに対して供給力は、新規電源設置工事の着実な推進等に努めた結果、１月で

5,428万kW、２月で5,524万kWを確保できる見込みです。 

これにより、今冬において需給が最も厳しくなると想定している１月についても、

予備力378万kW、予備率7.5％を確保しており、安定供給できるものと考えておりま

す。詳細な需給見通しは別紙を参照下さい。 

 

なお、本日開催された政府の「電力需給に関する検討会合」および「エネルギー・

環境会議」において、『全国（沖縄電力管内を除く）については、「数値目標を伴わな

い」一般的な節電要請をする※１が、需要家に対して節電の確実な実施を促すため、政

府の見込んでいる定着節電値を目安※２として示す。』とされており、お客さまにおか

れましては、引き続き、無理のない範囲での節電へのご協力をお願いいたします。 

 

当社といたしましては、電力設備の確実な運転・保守を含めた供給力の確保を着実

に進めていくことで、安定供給の確保に全力を尽くしてまいります。 

 

以 上 

 

※１ 政府の節電要請期間、時間：平成24年12月3日（月）～平成25年3月29日

（金）の平日（12月31日及び１月２日～４日を除く）9:00～21:00 

※２ 平成22年度比で▲5.0％ 
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＜別 紙＞ 

 

平成24年度冬期の需給見通し内訳 

 

① 平年並みの気温の場合                     （万kW） 

 12月 １月 ２月 ３月 

需 要（発電端１日最大） 4,550 4,990 4,990 4,720 

供 給 力 5,301 5,428 5,524 5,271 

原 子 力 0 0 0 0 

火 力※ 4,247 4,397 4,468 4,266 

水 力（一般水力） 219 198 189 199 

揚 水 840 790 800 740 

地熱・太陽光 0 0 0 0 

融通 0 0 0 0 

 

 

 

新電力への供給等 ▲5 43 67 66 

予 備 力 751 438 534 551 

予 備 率 16.5 8.8 10.7 11.7 

※ 火力の供給力には緊急設置電源を含む 

 

② 平成23年度冬期並みの厳寒の場合                （万kW） 

 12月 １月 ２月 ３月 

需 要（発電端１日最大） 4,660 5,050 5,050 4,750 

供 給 力 5,301 5,428 5,524 5,271 

原 子 力 0 0 0 0 

火 力※ 4,247 4,397 4,468 4,266 

水 力（一般水力） 219 198 189 199 

揚 水 840 790 800 740 

地熱・太陽光 0 0 0 0 

融通 0 0 0 0 

 

 

 

新電力への供給等 ▲5 43 67 66 

予 備 力 641 378 474 521 

予 備 率 13.8 7.5 9.4 11.0 

※ 火力の供給力には緊急設置電源を含む 

以 上 
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日頃より節電へのご理解とご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。
今冬については、お客さまにご協力いただいている節電の効果などにより、電気の安定供給を確保できる見通
しです。お客さまにおかれましては、引き続き、無理のない範囲で節電へのご協力をお願いいたします。

平成25年1月、2月の需要の見通しは、平年並みの気温の場合で4,990万ｋW、平成23年度並みの厳寒の
場合では5,050万ｋWとなります。

これに対して、供給力の見通しは、1月で5,428万ｋW、2月で5,524万ｋWとなり、今冬で需給が最も厳しくなる
1月においても予備率7.5％となり、安定供給を確保できる見通しです。

000000融 通

740800790840716625揚水式水力

00002461,239原 子 力

内 訳

66

0

199

108

179

4,266

5,271

平成25年
3月

（再掲 ）自家発電買取

（再掲 ）緊急設置電源

新電力への供給等

太 陽 光 等

一 般 水 力

火 力 4,4684,3974,2474,1623,624

1791891921470

12011912713463

67

0

189

5,524

平成25年
2月

0000

5,4285,3015,3805,685供 給 力

198219254216

43

平成25年
1月

2

平成23年度
冬実績※2

▲19

平成22年度
冬実績※1

▲5

平成24年
12月

※1 平成23年2月14日（最大需要発生日）の実績です。 ※2 平成24年1月20日（最大需要発生日）の実績です。
＊平成24年1月～平成25年3月は平成23年度並みの気温（厳寒）を前提とした場合です。

今冬は、昨冬に比べ、柏崎刈羽原子力発電所が停止しておりますが、電力設備の確実な運転・保守を含めた
供給力の確保を着実に進めていくことで、安定供給の確保に全力を尽くしてまいります。

東京電力（平成24年11月）c

（万kW）

4,400
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5,600

（万kＷ）

需要見通し（平年並みの気温） 需要見通し（厳寒※3） 供給力
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4,966
▲

4,660

5,271

4,720
4,550

4,990

5,050

4,7504,990

5,050

0

※1 平成23年2月14日（最大需要発生日）の実績です。 ※2 平成24年1月20日（最大需要発生日）の実績です。 ※3 厳寒は平成23年度並みの気温の場合です。
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電力使用実績等のリアルタイム情報「でんき予報」はホームページでご紹介しています。 ＞＞＞ http://www.tepco.co.jp/forecast/
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 暖房機器は、エアコン、こたつ、電気カーペット、電気ストーブなど種類によって暖まり方が違います。

 寒い冬を暖かく過ごすために、機器を上手に選んでお使いください。

東京電力（平成24年11月）c

省エネに関する情報はホームページでご紹介しています。 ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ http://www.tepco.co.jp/setsuden/

部屋全体を効率
的に暖めるには、
エアコンが最適
です。

▷ フィルターの掃除はこまめに
フィルターは、2週間に1回程度を目安に清掃するとホコリの目詰まりによる暖房能力の低下を防ぐことが

できます。

▷ カーテンやブラインドを閉めて

日射がない時間に部屋を暖める場合は、カーテンやブランドを閉めて窓から

冷気が入ってくるのを防ぎましょう。

▷風向きは下向きに

足もと全体が暖まります。

▷ こたつの掛け布団は2枚に

接触した部分から熱が伝わり、部屋の広さ・使い方にあわ
せて大きさが選べます。

▷電気カーペットの下に断熱

効果のあるマットなどを敷く

▷機器を上手に選んで必要な暖かさを

速暖性があり、温風暖房や輻射暖房など種類が多く、用途に応じて選べます。
ハロゲンヒーター

極端に寒さを
我慢することは
控えましょう

設定温度の調整を 使用していないエリアは消灯を 電源設定の見直しを

照明の取り換え時には省エネ型を





･･･････････････････････

･･･････････････････････

サーキュレーター

日頃より節電へのご理解とご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。
今冬については、お客さまにご協力いただいている節電の効果などにより、電気の安定供給を確保できる見通
しです。お客さまにおかれましては、引き続き、無理のない範囲で節電へのご協力をお願いいたします。

電気ストーブ、パネルヒーター、ハロゲンヒーターなど

は、短時間使用する寒い脱衣所やトイレなど、瞬時に

暖まりたいときや、部屋全体ではなく、部分的に暖めた

いときに活用することをおすすめします。

掛け布団を2枚にすることで、熱が

逃げにくくなります。さらに敷き布団

の下に断熱効果のあるマットなどを

もう1枚敷くことも効果的です。

電気カーペットの下に断熱効果の

あるマットなどを敷くと、カーペットの

熱が床に逃げにくくなります。

暖かい空気は上昇するため、効率よく部屋を暖めるにはエアコンの風向きを

下に向けましょう。また、扇風機やサーキュレーターで天井にたまりがちな

暖気を循環させると効率的です。

適正な温度設定による空調をおすす

めします。また、使用していないエリア

の空調を停止すると省エネになります。

使用していないエリアの間引き・消灯を

行うと省エネになります。

省エネ型蛍光灯やＬＥＤ照明などへ

取り換えると省エネになります。

一定時間使用しない場合は、「システ

ムスタンバイ」が適用されるような設

定にしておくと、メモリー以外の機能

がすべてスリープ状態となり省エネに

なります。
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 1/3

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版） 

 
１． 至近１ヶ月の総括と今後の取組 

① プラントの安定状態維持・継続に向けた計画 

 ２号機圧力容器代替温度計の設置 

２号機温度計の故障等を受け，代替温度計を設置する。作業環境改善等の準備作業として，

①X-27 ペネ側からの水抜き（9/23），②X-51 ペネ側からのフラッシング（配管内洗浄）（9/24），

③配管改造工事（9/25～29）を行った後，温度計の挿入作業を実施（10/2,3）（図１参照）。

今回新規に設置した温度計に関して，健全性を確認するための温度計の直流抵抗値は挿入前

後で変化はなく，また近傍の監視温度計とほぼ同様の温度（新設：42.6℃，近傍：46.1℃（10/3 

11:00））を示しており，問題なく設置されていることを確認した。以降１ヶ月を目安に温度

挙動を観察し，監視温度計として使用できるか判断する。また，引き続き，TIP 案内管への

温度計挿入に向けた検討を行う。 

 １号機格納容器内部調査及び常設監視装置の設置 

格納容器内部の状況を把握するため,格納容器貫通部（X-100B ペネ）より，内部調査及び

格納容器内滞留水のサンプリング（10/9～12）を実施（図２参照）。調査の結果，線量：最

大約 11.1Sv/h，水位：OP 約 9,000mm（格納容器底部より約＋2.8m），滞留水中の放射能濃度:

（Cs134:1.9E+04，Cs137:3.5E+04 Bq/cm3）であった。 

また，同貫通部より常設温度計・水位計の取付を実施（10/13）。温度計については，近傍

の監視温度計とほぼ同様の値（OP.11,200mm 新設:34.1℃，近傍:34.4℃/OP.14,000mm 新

設:34.8℃,近傍:41.5℃(10/13 13:00)）を示していた。水位計に関しても 10/10 にケーブル

送り量から算出した水位とほぼ一致していた。以降１ヶ月を目安に既設の温度計指示値との

相関，炉注水量の変更や外気温変動等の変化に応じた挙動を示しているかの確認を行い，冷

却状態の監視に使用できるかを検討していく。 

 多核種除去設備の設置 

構内滞留水等に含まれる放射性物質濃度をより一層低く管理する多核種除去設備を設置

する。設備設置工事の完了に合わせて，順次，放射性物質を含まない水を用いた水張り漏え

い試験，系統試験実施（Ａ系統：8/24～9/6，Ｂ系統：9/10～9/18，Ｃ系統：9/24～10/1）。

更なる安全確保のための追加対策（雨除けカバー，系統分離堰の設置等）を実施の上，今後，

放射性物質を含む水を用いた試験を行い，運用開始予定。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発電所全体の放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 

 発電所敷地内除染の計画的実施 

免震重要棟前で通勤バスに乗車する際の被ばくを極力低減させるため，平成 23 年 5 月に

通勤バス乗車待ちエリアに鉄板敷設による遮へいを実施済みであったが，更なる被ばく低減

のため，免震重要棟前の通勤バス待機場所にも鉄板を敷設する遮へい作業を行い，バス車内

で 60μSv/h から 15μSv/h まで低減したことを確認（8/20～9/26）（図３参照）。今後，正門

警備員の常駐エリア除染作業を実施予定（11/中旬～）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 使用済燃料プールからの燃料取出計画 

 ３，４号機原子炉建屋上部ガレキ撤去 

・ ３号機において，原子炉建屋上部ガレキ撤去作業（～平成 25 年３月頃完了予定）（図４

参照），構台設置作業（～平成 24 年 12 月頃完了予定）を継続実施中。 

・ ４号機において，原子炉建屋オペレーティングフロア大型機器撤去が完了（7/24～10/2），

燃料取出し用カバー工事（～平成 25 年度中頃完了予定）は継続実施中。 

 ３号機使用済燃料プールへの鉄骨滑落 

３号機原子炉建屋上部ガレキ撤去作業を実施していた際，不安定な状態になっている鉄骨

ガレキを確認。作業を一時中断し，当鉄骨を撤去しようとしたが燃料プール内に滑り落ちて

水没した（9/22）。当事象発生後に，使用済燃料プール周辺の雰囲気線量，使用済燃料プー

ル水の放射能濃度，スキマーサージタンク水位，プール水面状況，モニタリングポストのデ

ータ等を確認し，事象発生前後で有意な変化がないことを確認した。 

圧力容器

格納容器

約 2.8m 

２ ０ １ ２ 年 １ ０ 月 ２ ２ 日

原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議

運営会議

図１：２号機圧力容器代替温度計挿入 

温度計設置状況（10/3） 
内視鏡による 

内部確認（10/2） 

X-51 ペネ側 

温度計ハウジング 

N2 加圧装置 

図３：通勤バス待機場所の遮へい作業の様子 

圧力容器既設温度計（①TE-2-3-69H3） 
と圧力容器代替温度計（②新設温度計） 
の指示値推移 

遮へい作業実施前 遮へい作業実施後 

図２：１号機格納容器内部調査の様子 

取付角度（周方向位置）：①270°／②180 °／③0°

①TE -2 -3 -69 H3
(OP 17232 )

②新設温度計
(OP 16431 )

原子炉圧力容器

X-51 ペネ
新設温度計
挿入箇所

③TE -2 -3 -69 F 1
(OP 15597 )

（参考） 
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原因究明や再発防止対策等をとりまとめ，原子力規制委員会へ報告を実施（10/3，19）。現

在，作業再開に向けた使用済燃料プール周辺ガレキの調査を開始している。今後のガレキ撤

去作業では本報告を踏まえ，確実な安全確保を行っていく。 

 ４号機使用済燃料プール塩分除去 

４号機使用済燃料プールについて，十分に塩化物イオン濃度が低下したことから塩分除

去作業を終了した（10/12 終了；塩分濃度測定値～約 9ppm／保安規定値 100ppm 以下）。今

後は，海水注入がされていない１号機，及び先に塩分除去を終了した２号機（7/2 塩分除去

終了）とともに，定期的にプール水のサンプリングを行い，水質を監視していく。なお，

３号機の塩分除去も継続的に実施中。 

 ３号機原子炉建屋使用済燃料プール内調査（３回目） 

３号機使用済燃料プール内のガレキ撤去計画立案のため，水中カメラを用いてプール内調

査を実施した（10/11～12）。今後も原子炉建屋上部ガレキ撤去等の作業の進捗に合わせて，

適宜プール内調査を行っていく。 

 １号機オペレーティングフロア（以下，オペフロ）の再調査 

使用済燃料プールからの燃料取り出し等の検討に資するため，カメラを取り付けたバルー

ン等を用いオペフロの状況調査を行う。前回調査（8/8）ではバルーンがケーブルと思われ

るものと干渉しオペフロまで到達できなかったため，サイズ，形状を変更したバルーン等を

用意し調査を実施予定（10/24 予定）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 燃料デブリ取出計画 

 遠隔除染技術の開発 

建屋内の汚染形態を考慮し，高圧水除染・ドライアイスブラスト・ブラストについて遠隔

除染装置を開発する。各装置について外部委員会による評価が終了し（高圧水：8/6,ドライ

アイスブラスト・ブラスト：10/7），製作中である。装置の工場試験は 12 月実施予定。 

 総合的線量低減計画の策定 

建屋内の線量低減作業における作業員の被ばくを低減するため，作業エリアの汚染状況か

ら線量低減対象範囲・低減方策を見極め，総合的な線量低減方策を立案する。10/12 に事業

者の選定が終了し，検討を開始したところである。 

⑤ 原子炉施設の解体・放射性廃棄物処理・処分に向けた計画 

 伐採木一時保管槽の設置 

火災発生リスクへの対処及び新たに放出される放射性物質及び事故後に発生した放射性

廃棄物からの放射線による敷地境界における実効線量 1mSv/年未満の達成のため，伐採木を

覆土する。11 月中旬から設置工事開始，12 月より伐採木搬入開始予定（図５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 実施体制・要員計画 

 要員管理 
・ 11 月の作業についても必要な協力企業作業員（約 3,600 人程度）の確保が可能な見込み。 

・ 今後の中長期作業を考慮しつつ，法令上の制限である 100mSv/5 年を守るために，75mSv

を超える社員の配置転換を平成 23 年 10 月より開始し，平成 24 年 8 月末時点で約 351 人

いた 75mSv 超過者のうち，10/11 までに 234 名の配置転換を実施済。 

・ 9 月時点における，協力企業作業員の地元雇用率は，約 70％。 

 労働環境・生活環境・就労実態 
福島第一原子力発電所で就労されている作業員の皆さまの労働環境，労働条件の状況，雇

用状況等を把握するため「就労実態に関するアンケート」を実施（9/20 に配布開始（約 4000

部配布），10/18 までに約 3,200 部回収（回収率約 80％），11 月下旬頃までに集約予定）。 

⑦ 作業安全確保に向けた計画 

 個人線量管理の確実な実施・協力企業との連携 

一部作業員が警報付きポケット線量計（ＡＰＤ）の不正使用を行っていたことに鑑み，再

発防止策として，高線量被ばく作業に従事する作業員は，胸部分が透明な防護服を着用する

運用を開始（10/15）。 

 線量低減について 

作業員の滞在時間の長い休憩所・免震重要棟等について，遮へい等を行うことにより作業

員の被ばく低減を図る。作業員の被ばく線量への影響が大きい事務本館／免震棟前の休憩所

の線量低減工事を優先して実施中（10/22～）。 

 熱中症予防対策の実施 
熱中症予防対策を実施。 
・平成２４年９月までに酷暑期を念頭に置いた熱中症予防対策を実施し，発生数は７名（Ｈ

２３年度発生数：２３名）と減少した。 
・現在，年間を通じた通常の作業安全対策の中での熱中症予防対策を継続実施中。 
（主な実施内容） 
・ＷＢＧＴ値を活用し，作業時間の短縮，時間帯変更等の対策 
・休憩場所の整備，飲料水の配備等の作業環境対策 
・身体を冷却する機能を有する作業着等の着用 
・作業開始前，作業中における健康状態の確認 

図４：３号機オペフロ瓦礫撤去作業の様子 

瓦礫撤去作業前（H23.11.12） 瓦礫撤去作業中(H24.9.20) 

使用済燃料プール範囲 

図５：伐採木一時保管槽概略図 
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２． 冷温停止状態確認のためのパラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～３号機原子炉建屋からの現時点の放出量（セシウム）を，原子炉建屋上部等の空気中放

射性物質濃度（ダスト濃度）を基に，１号機約 0.002 億ベクレル/時，２号機約 0.008 億ベク

レル/時，３号機約 0.006 億ベクレル/時と評価。１～３号機合計の放出量は設備状況が変わら

ないこと等から先月と同様に最大で約 0.1 億ベクレル/時と評価。これによる敷地境界におけ

る被ばく線量は 0.03ｍSv/年と評価。（これまでに放出された放射性物質の影響を除く） 

以 上 

 

＜略語等説明＞ 

・ フラッシング：配管内部に溜まっている放射性物質等を綺麗な水で洗い流すこと。 

・ ペネ：ペネトレーションの略。格納容器等にある貫通部。 

・ ＴＩＰ：移動式炉内計装系。原子炉の中性子束分布を測定する装置。 

・ ＯＰ：小名浜ポイント。福島県小名浜地方の平均潮位を０として表した高さ。 

・ 構台：原子炉建屋上部等の瓦礫撤去のため，重機の走行路盤として設置 

・ オペレーティングフロア：定期検査時に，原子炉上蓋を開放し，炉内燃料取替や炉内構造物の点検等

を行うフロア。 

・ 燃料デブリ：燃料と被覆管等が溶融し，再固化したもの。 

・ スラッジ：水処理の際に発生する，二次廃棄物の一つ。 

・ ＷＢＧＴ値：人体の熱収支に影響の大きい湿度，放射熱，気温の３つを取り入れた指標。 
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２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

１／６

４号機４号機

廃止措置等に向けた進捗状況：使用済み燃料プールからの燃料取出し作業

原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用カバーの設置

2012年度中頃完了目標 2012/4～2013年度中頃目標

使用済燃料プール内の燃料の取り出し開始（４号機，２０１３年中）至近の目標

至近の
スケジュール

燃料取出し用カバー設置に向けて、
原子炉建屋上部の建屋ガレキ撤去

（2012/7/11），オペレーティングフロア（※１）

大型機器撤去完了（2012/7/24～10/2）。

カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

2013/12開始目標

原子炉建屋の健全性確認（2012/5/17～5/23，8/20～8/28）

年４回定期的な点検を実施。建屋の健全性は確保されていることを確認。

３号機３号機 燃料取出し用カバー設置に向けて原子炉建屋上部ガレキ撤去作業（～平成25年３月頃完了予定），
構台設置作業（～平成24年12月頃完了予定）を継続実施中。

共用プール共用プール キャスク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空きスペース

の確保

使用済燃料プールから取り出した燃料を
共用プールへ移送するため，輸送容器・

収納缶等を設計・製造 共用プール内空き
スペースの確保

（乾式キャスク仮保管設備への移送）

至近の
スケジュール

現在の作業状況

・構内用輸送容器の設計検討中
・共用プールユーティリティ等

の復旧工事実施中

2013/3頃完了目標

1，２号機1，２号機

参考資料

クレーン

防護柵 モジュール

共用プールからの使用済燃料受け入れ

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

2012/8より基礎工事実施

傾きの確認（水位測定） 傾きの確認（外壁面の測定）

２号機原子炉建屋調査
使用済燃料プールへのアクセス性等の確認のため，
原子炉建屋５階オペレーティングフロア及び
３,４階の機器ハッチ（※２）まわりを調査。ロボット
（Quince２）による，目視確認，線量測定，
雰囲気温度・湿度測定を実施（６／１３）

２号機５階の様子

●１号機については，３，４号機での
知見・実績を把握するとともに，ガレ
キ等の調査を踏まえて具体的な計画を
立案し，第２期（中）の開始を目指す。
●２号機については，建屋内除染，遮
へいの実施状況を踏まえて設備の調査
を行い，具体的な計画を検討，立案の
上，第２期（中）の開始を目指す。

使用済燃料プール内新燃料
（未照射燃料）の健全性調査

プール内燃料の腐食調査のため，新燃料取
出し作業実施（7/１８～１９）。
腐食の有無・状態の確認を実施（8／２７
～２９）した結果，燃料体の変形，燃料棒
の腐食や酸化の兆候は確認されず，材料腐
食が燃料取り出しに大きな影響を与えるこ
とはないと評価。

新燃料取出し作業

新燃料調査

【凡例】 ：測定点

2011/9/10

＜略語解説＞
（※１）オペレーティングフロア：定期検査時に，
原子炉上蓋を開放し，炉内燃料取替や炉内
構造物の点検等を行うフロア。
（※２）機器ハッチ：原子炉格納容器内の機器
の搬出入に使う貫通口。
（※３）キャスク：放射性物質を含む試料・機器
等の輸送容器の名称

瓦礫撤去作業前
（2011/11/12）

瓦礫撤去作業中
（2012/9/20）

原子炉建屋上部から撮影

使用済燃料
プール範囲

2012/10/16

2011/9/22

原子炉圧力容器上蓋
吊り下ろし（2012/9/13）

2012/7/5

原子炉格納容器上蓋
吊り下ろし（2012/8/10）

EV設置



原子炉格納容器内部調査／常設監視計器の設置

原子炉建屋１階格納容器貫通部（X-100Bペネ（※１））から
調査装置を挿入することにより，以下の調査を実施。
・首振りカメラによる内部撮影（１０／９）
・滞留水の水位，雰囲気線量測定（１０／１０）
・CCDカメラによる内部撮影（１０／１１）
・滞留水の採取（１０／１２）
・常設監視計器の設置（１０／１３）

（雰囲気温度，滞留水温度，滞留水水位）

２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

２／６

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

建屋内の除染

・ロボットによる，原子炉
建屋内の汚染状況調査を実施。
（５／１４～１８）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施。
（６／７～１９）

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい箇所の調査
工法及び補修（止水）工法についての検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，以下の調査を実施。
①原子炉建屋１階床配管貫通部よりＣＣＤカメラ等を挿入し，

トーラス室内の滞留水水位・水温・線量・透明度，トーラ
ス室底部堆積物の調査を実施（６／２６）。

②三角コーナー２箇所について，滞留水の水位測定，サンプ
リング及び温度測定を実施（９／２０）。

ガンマカメラによる撮影結果

建屋カバー

※プラント関連パラメータは２０１２年１０月２１日１１：００現在の値

１号機

給水系：2.7m3/h
ＣＳ系：2.0m3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.00vol%
Ｂ系：0.00vol%

ＳＦＰ（※４）温度：21.5℃

窒素封入流量
RPV（※５）：12.68Nm3/h

PCV内温度：約35℃

原子炉建屋

タービン建屋タービン建屋水位：約OP2,843

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大5,150mSv/h（１階南東エリア）（H24.7.4測定）

トーラス室調査のイメージ（６／２６）

三角コーナー水位測定結果（９／２０）

＜略語解説＞
（※１）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器
等にある貫通部。
（※２）Ｄ／Ｗ：原子炉格納容器の一部。
（※３）OP：小名浜ポイント。福島県小名浜地

方の平均潮位を０として表した高さ。
（※４）ＳＦＰ：使用済燃料プールの別名。
（※５）ＲＰＶ：原子炉圧力容器の別名。
（※６）ＰＣＶ：原子炉格納容器の別名。

D/W底部
OP （※３）6,180

実水位
OP（※３） 約 9,000

約１１．１8,595ペネ端部

－－D1

０．５約2,800D2・水面

－0D0

４．７約3,300D3

８．２約3,800D4

８．３約4,800D5

８．７約5,800D6

９．２約6,800D7

９．０約7,800D8

９．８8,595D9

線量測定値
（Ｓｖ/h）

D/W（※２）底部

からの距離
測定点

D3

D4

D5

D6

D7

D8

D9

D2

D1

D0

線量ならびに水位測定結果

ペネ（※１）端部

約2.8m

三角コーナー水温：32.4～32.6℃（H24.9.20測定）

ＲＰＶ底部温度：約33℃

窒素封入流量
PCV（※６）：19.73Nm3/h

三角コーナー水位：OP3,910～4,420（H24.9.20測定）

トーラス室水位：約OP4,000（H24.6.26測定）

トーラス室雰囲気線量：19.5～10,300mSv/h（H24.6.26測定）
※：調査中に線量計が損傷したため，線量が適正に測定できていない可能性あり

トーラス室滞留水温度：約32～37℃（H24.6.26測定）

PCV内雰囲気線量：
最大約11Sv/h

ＰＣＶ内水温：約35℃ ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約2.8m



２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

３／６

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉格納容器内部調査

格納容器貫通部（ペネ（※１））からイメージスコープ等
を挿入し内部調査を実施。（2012/1/19,3/26,27）。
○調査結果

・水位：格納容器底部より約60cm
・水温：約50℃
・雰囲気線量：最大約73Sv/h

水中水面上部

熱電対

格納容器壁面

２号機圧力容器代替温度計設置

温度計の故障等を受け，代替温度計を設置する。
１０／２，３に温度計の挿入作業を実施。近傍の監視温度
計とほぼ同様の温度（新設温度計：42.6℃，近傍温度計：
46.1℃（10/3 11:00））を示していること等から，問題なく
設置されていることを確認。今後監視温度計として使用で
きるか判断する。

温度計挿入の様子

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい箇所の調査工法及び補修（止水）工法
についての検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，以下の調査を実施。
①ロボットによりトーラス室内の線量・音響測定を実施したが（４／１８）、データが少なく

漏えい箇所の断定には至らず。
②赤外線カメラを使用しＳ／Ｃ（※５）表面の温度を計測することで，Ｓ／Ｃ水位の測定が

可能か調査を実施（６／１２）。Ｓ／Ｃ内の水面高さ（液相と気相の境界面）は確認できず。
③トーラス室及び北西側三角コーナー階段室内の滞留水水位測定を実施（６／６）。
④三角コーナー全４箇所の滞留水について，水位測定，サンプリングおよび温度測定を実施（６／２８）。

２号機これまでの調査結果（線量および音響）

118mSv/h

観測された

最大値

滴下音が大きいエリア ロボット調査範囲

丸数字：Ｓ／ＣベイＮｏ 赤数値：線量率（mSv/h）

【調査日】
４月１８日

建屋内の除染

・ロボットによる，原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施。（５／２８～３１）
・最適な除染方法を選定するため，除染
サンプルの採取を実施
（６／１３～３０）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

※プラント関連パラメータは２０１２年１０月２１日１１：００現在の値

２号機

給水系：1.8m3/h
ＣＳ系：4.3m3/h

窒素封入流量
PCV（※４）：0Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.06vol%
Ｂ系：0.07vol%

ＳＦＰ（※２）温度：26.7℃

窒素封入流量
RPV（※３）：16.98Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約45℃ PCV内温度：約45℃

原子炉建屋

タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,270(H24.6.6測定)

ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約60ｃｍ

タービン建屋水位：約OP3,136

三角コーナー

三角コーナー全４箇所
水位測定記録

（2012/6/28）

PCV内雰囲気線量：
最大約73Sv/h

ＰＣＶ内水温：約50℃

トーラス室雰囲気線量：30～118mSv/h(H24.4.18測定)

格納容器温度計の設置

格納容器内雰囲気温度計の信頼性向上
を目的として，新たに格納容器内雰囲
気温度を継続的に測定可能な温度計を
設置（９／19）。傾向確認中。

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大880mSv/h（５階原子炉ウェル直上部）（H24.6.13測定）

三角コーナー水位：OP3,050～3,190（H24.6.28測定）

三角コーナー水温：30.2～32.1℃（H24.6.28測定）

遮へい

温度計
（ガイドチューブ
を介して挿入）

温度計設置の様子

＜略語解説＞
（※１）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器
等にある貫通部。
（※２）ＳＦＰ：使用済燃料プールの別名。
（※３）ＲＰＶ：原子炉圧力容器の別名。
（※４）ＰＣＶ：原子炉格納容器の別名。
（※５）Ｓ／Ｃ：圧力抑制プール。非常用炉心
冷却系の水源等として使用。

取付角度（周方向位置）：①270°／②180 °／③0°

①TE -2 -3 -69 H3
(OP 17232 )

②新設温度計
(OP 16431 )

原子炉圧力容器

X-51 ペネ
新設温度計
挿入箇所

③TE -2 -3 -69 F 1
(OP 15597 )

（参考）



２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

４／６

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい
箇所の調査工法及び補修（止水）工法についての
検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，以下の
調査を実施。
①トーラス室及び北西側三角コーナー

階段室内の滞留水水位測定を実施（６／６）。
今後，三角コーナー全４箇所の滞留水に
ついて，水位測定，サンプリングおよび温度
測定を実施予定。

②ロボットにより３号機トーラス室内を調査
（７／１１）。映像取得，線量測定，音響調査
を実施。雰囲気線量：約100～360mSv/h

原子炉格納容器内部調査

格納容器内部調査に向けて，ロボットによる
原子炉建屋１階ＴＩＰ（※４）室内の作業環境調査
を実施（５／２３）。

○吹き飛んだTIP室扉が障害となりロボットはラビ

リンス部より奥へ進入できなかった。

○なお人が目視でTIP室内部入口付近を確認したが，

目の届く範囲でTIP案内管を含め機器に目立った損

傷は確認されなかった。

建屋内の除染
・ロボットによる，原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施
（６／１１～１５）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施
（６／２９～７／３）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一

※プラント関連パラメータは２０１２年１０月２１日１１：００現在の値

３号機

給水系：2.0m3/h
ＣＳ系：4.5m3/h

窒素封入流量
PCV（※３）：0Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.21vol%
Ｂ系：0.20vol%

ＳＦＰ（※１）温度：19.6℃ 窒素封入流量
RPV（※２）：16.86Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約45℃
PCV内温度：約42℃

原子炉建屋

タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,370(H24.6.6測定)

タービン建屋水位：約OP3,200

階段室（北西側三角コーナー），
トーラス室水位測定記録

（2012/6/6）

南東マンホール

格納容器側状況

ロボットによるトーラス室調査
（2012/7/11）

トーラス室雰囲気線量：100～360mSv/h(H24.7.11測定)
ＰＣＶ内水位：未確認

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大203.1mSv/h（１階北東エリア）（H24.6.11-15測定）

三角コーナー水位：OP3,150（H24.6.6測定）

＜略語解説＞
（※１）ＳＦＰ：使用済燃料プールの別名。
（※２）ＲＰＶ：原子炉圧力容器の別名。
（※３）ＰＣＶ：原子炉格納容器の別名。
（※４）ＴＩＰ：移動式炉内計装系。検出器を炉
心内で上下に移動させ中性子を測る。



２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

５／６

廃止措置等に向けた進捗状況：循環冷却と滞留水処理ライン等の作業

原子炉冷却，滞留水処理の安定的継続，信頼性向上至近の目標

透水層

難透水層

揚水井
原子炉建屋

タービン建屋

循環注水冷却設備・滞留水移送配管
の信頼性向上

・原子炉注水ラインのポリエチレン管化を実施。
・炉注水源の保有水量増加，耐震性向上等のため，

水源を処理水バッファタンクから復水貯蔵タン
ク（ＣＳＴ）に変更（１２月完了予定）。

・循環ラインの主ルートに残存する耐圧ホースを，
漏えい等に対して信頼性の高いポリエチレン管
等に変更（８月末完了）。

ポリエチレン管

継ぎ手

加熱施工
による溶着

ＰＥ（ポリエチレン）管

貯蔵タンクの増設中

・処理水受用タンクは、処理水等の発生量を踏まえて、処理水等が貯留可能
となるようタンク運用計画を策定。現在設置済み約 23.8万トン，空き容量
約 2.9万トン 2012/10/2現在
・今後，タンク増設（約8万トン分：～2013上期）に加え，敷地南側エリア

に約30万トンの増設を進めることとした（既設分と合わせて計約７０万トン）
・地下貯水槽（１槽目：約０．４万トン）設置済。今後更に６つの地下貯水槽

を設置予定。（合計：約５．４万トン，～１２月末）
・タンクのリプレースにより、約２．１万トン設置済。今後更に約２．３万トン

分を設置予定（～１２月中旬）

設備改善

信頼性向上

原子炉建屋

タービン建屋

：想定漏えいルート（凡例）

地下水

滞留水処理
（ｷｭﾘｵﾝ/

ｱﾚﾊﾞ/ｻﾘｰ）

材質強
化等

多核種
除去設備

CSTタンク

バッファタンク

炉注水
ポンプ

地下水位

貯蔵タンク

塩分処理
（逆浸透膜）

塩分処理
（蒸発濃縮）

地下貯水槽設置状況
※詳細ルートは現場調査等を含めて調整中

ポリエチレン管済（一部鋼管を含む）

ポリエチレン管等に変更済（大循環ラインPE管化）

２
８ Ｈ7

処理水

バッファタンク
淡水化装置

（ＲＯ装置）

H９

D

H2

H４

H５

H６

E

H４東

H1

H1東

水処理設備

復水貯蔵タンク

炉注水主水源変
更に伴う循環
ループ変更

ポリエチレン管等に変更予定（１２月）（ＣＳＴ運用変更に合わせて実施）

サブドレン水を汲み上げることによる地下水流入の抑制

地下水バイパスにより，建屋付近の地下水位を低下させ，建屋への地下水流入を抑制

揚水井

地下水の流れ（山側→海側）

サブドレンポンプ稼働により
地下水抜水

地下水

サブドレン水汲み上げによる地下水位低下に向け，１～４号機の一部の
サブドレンピットについて浄化試験を実施。更なる浄化に向けた手法を
検討中。

山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し，建屋内への
地下水流入量を抑制する取組（地下水バイパス）を計画。地下
水の水質確認・評価を実施し，放射能濃度は発電所周辺河川と
比較し，大幅に低いことを確認。
揚水した地下水は一時的にタンクに貯留し，水質確認した上で
放水する運用とする。
10／２から揚水井等の設置工事を開始。11月上旬よりパイロット
揚水井による実証試験を行い，12月中旬に地下水バイパス稼動予定。

原子炉建屋への地下水流入抑制原子炉建屋への地下水流入抑制

多核種除去設備の設置工事実施中

構内貯留水等に含まれる放射性
物質濃度をより一層低く管理す
る多核種除去設備を設置。
設備設置工事，及び放射性物質
を含まない水を用いた水張り漏
えい試験，系統試験が完了
（８／２４～１０／１）。
更なる安全確保のための追加対
策を実施の上，今後放射性物質
を含む水を用いた試験を行い，
運用開始予定。 ＡＬＰＳ設置エリアの全景



 

ＡＢ

Ｆ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

ＫＪ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア

瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

乾式キャスク、ドラム缶

北エリア

タンク類

吸着塔、廃スラッジ

１号機

南エリア

南西エリア

西エリア

線量評価地点＊

（直接線・スカイシャイン線）

線量評価地点＊

（気体）

南方位

伐採木

伐採木

伐採木

伐採木

瓦礫

瓦礫

＊：最大値地点の推定が困難な

場合は、保守的に各線源から

最短距離での値を合算している。

＊：最大値地点

ＡＢ

Ｆ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

ＫＪ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア

瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

乾式キャスク、ドラム缶

北エリア

タンク類

吸着塔、廃スラッジ

１号機

南エリア

南西エリア

西エリア

線量評価地点＊

（直接線・スカイシャイン線）

線量評価地点＊

（気体）

南方位

伐採木

伐採木

伐採木

伐採木

瓦礫

瓦礫

＊：最大値地点の推定が困難な

場合は、保守的に各線源から

最短距離での値を合算している。

＊：最大値地点

２０１２年１０月２２日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議

６／６

廃止措置等に向けた進捗状況：敷地内の環境改善等の作業

・発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した放射性廃棄物（水処理二次廃棄物，ガレキ等）による放射線の影響を低減し，
これらによる敷地境界における実効線量1mSv/年未満とする。

・海洋汚染拡大防止，敷地内の除染

至近の
目標

遮水壁の設置工事

万一，地下水が汚染し，その地下水が
海洋へ到達した場合にも，海洋への汚
染拡大を防ぐため，遮水壁の設置工事
を実施中。（本格施工：2012/4/25～）
現在，鋼管矢板打設部の岩盤の先行削
孔（６／２９～），港湾外において波
のエネルギーを軽減するための消波ブ
ロックの設置（７／２０～）等を
実施中。 遮水壁（イメージ）

取水路前面エリアの汚染拡大防止

１～４号機及び５，６号機取水路前面エリアの汚染濃度が高い海底
土の拡散防止を図るための固化土による被覆工事が完了。
海水中放射性物質濃度は昨年４月以降徐々に低下。濃度の監視，被
覆効果の評価，浄化方法の検討を継続。

〔１～４号機側被覆作業〕
2012/3/14 １層目被覆作業開始
2012/5/11 ２層目被覆作業完了
〔５，６号機側被覆作業〕
2012/5/16 シルトフェンス設置完了
2012/5/17 １層目被覆作業開始
2012/7/5 ２層目被覆作業完了

１～４号被覆前海底状況

（2012/2/26撮影）

車両用スクリーニング・除染場の本格運用

４／２４より，福島第一原子力発電所構内に設置した
車輌用スクリーニング・除染場の試験運用を行ってき
たが，楢葉町の警戒区域解除を受け，８／１０より本
格運用を開始。
また，現在福島第一原子力発電所の正門付近に入退域
管理施設を建設中（平成２４年度末竣工予定）であり，
竣工後は入退域管理機能を本施設で一括して実施する。

車輌用スクリーニング・除染場の様子

覆土式一時保管施設へのガレキ受け入れ開始

発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した
放射性廃棄物による，敷地境界における実効線量
１ｍＳｖ／年未満を達成するため，至近の放出や
保管の実績に基づく2012/９月時点での評価を実施。

評価の結果，最大値は北エリアの敷地境界における
約9.7ｍＳｖ/年であり，保管しているガレキ等の直接
線，スカイシャイン線による影響が約9.6ｍＳｖ/年と大
きいことから覆土式一時保管施設の設置等の対策を実施。

２槽分の準備工事が完了（2012/2/13～5/3１）し，
ガレキの受け入れを開始（2012/9/5～）

１～４号２層目被覆後海底状況

（2012/4/29撮影）

海水循環型浄化装置の運転

港湾内の海水中濃度が９月末に告
示に定める周辺監視区域外の濃度
限度を下回ることを目指し，当港
湾内の海水を循環浄化する装置を
設置，運転（７／３０～運転再開）
一部箇所にて，海水中濃度が目標
値に達していないため，今後も運
転を継続すると同時に，追加対策
の検討を進める。

海水循環型浄化装置

ガレキの受け入れ状況
（2012/9/12時点）

覆土予定

一時保管施設イメージ図

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート
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改革プラン策定の進め方(1)

福島事故を受けた対策

外的事象に対する深層防護の展開

各種調査報告書の提言は全て網羅
- 30項目提言事項（原子力安全・保安院）

 
- 政府事故調査報告書

 
- 国会事故調査報告書

 
- Team H2Oプロジェクト調査報告書

 
- 民間事故調査報告書

 
- 社内事故調査報告書

 

福島事故を受けた対策福島事故を受けた対策

外的事象に対する深層防護の展開

各種調査報告書の提言は全て網羅
- 30項目提言事項（原子力安全・保安院）
- 政府事故調査報告書
- 国会事故調査報告書
- Team H2Oプロジェクト調査報告書
- 民間事故調査報告書
- 社内事故調査報告書

過酷事故を二度と起こさない
ための対策

＜原子力改革＞

○福島原子力事故に対する深い反省のもと、従来の

 
安全文化・対策に対する過信と傲りを捨て去り、覚

 
悟を持って経営体質改革に取り組む。

 ○どのような事態が起きても過酷事故は起こさないと

 
いう決意のもと、国内外の専門家のご意見を賜りつ

 
つ、これまでの安全思想を根底から改める。

 ○悲惨な事故を起こしてしまった事業者の天命（ミッ

 
ション）として、福島の教訓を世界に発信していく。

 

過酷事故を二度と起こさない過酷事故を二度と起こさない
ための対策ための対策

＜原子力改革＞

○福島原子力事故に対する深い反省のもと、従来の

 
安全文化・対策に対する過信と傲りを捨て去り、覚

 
悟を持って経営体質改革に取り組む。

○どのような事態が起きても過酷事故は起こさないと

 
いう決意のもと、国内外の専門家のご意見を賜りつ

 
つ、これまでの安全思想を根底から改める。

○悲惨な事故を起こしてしまった事業者の天命（ミッ

 
ション）として、福島の教訓を世界に発信していく。

○津波対策

○電源対策

○水源対策

○高圧注水対策

○減圧対策

○低圧注水対策

○原子炉、格納容器冷却対策

○炉心損傷後の影響緩和対策

○燃料プール対策

○地震対策

○その他視点対策

○事故への備え

○緊急時の備え

○情報伝達・情報共有

○資機材調達・輸送体制

○事故時放射線管理体制

添付資料

 

参照添付資料

 

参照

あらためて事故を振り返り、設備

 面およびその運用の強化に加え、

 更なるマネジメントの対策の深堀

 が必要と認識
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改革プラン策定の進め方(2)

■■
 

福島事故を受けた対策として、柏崎刈羽原子力発電所で実施し
 ている設備面、運営面の対策を確認するとともに、継続的な改

 善として安全性の向上が図られることを目指す。

■■
 

過酷事故を二度と起こさない対策を検討する上で、事故以前や
 事故時を振り返り、「人」や「組織」がどのように考え行動したか
 に注目し、背景要因を探る。

■■
 

福島事故を受けた対策、過酷事故を二度と起こさない対策の両
 面で事故調査報告書、レポートなどの提言の他、世界の知見や
 経験などを改革プランに盛り込む。
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原子力改革の基本方針

■■
 

二度と福島事故を繰り返さないため、

「世界最高水準の安全意識と技術的能力、

社会との対話能力を有する組織」として生ま
 れ変わること（原子力改革）が必要。

■■
 

この原子力改革は「原子力トップ・マネジメント
 からの改革」と位置づける。

■■
 

改革対象、範囲にいかなる制限も設けない。
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原子力トップ・マネジメントからの改革(1)
原子力経営層は、以下の４つの視点で取りまとめら

 れた改革プランを率先して実行する。

①経営層からの改革
–

 
安全性向上のためのリーダーシップを十分に発揮すること

–

 
原子力のリスクを強く認識し、常にリスクを低減させる努力をすること



 

経営層は、核エネルギーと放射能という巨大なリスクを取り扱っており、リスクを絶

 対に顕在化させないという強い使命感（＝安全意識）を持っていたか？



 

経営層は、原子力部門の各層に以下の様な意識の問題はなかったかどうか、絶

 えず確認していたか？



 

過酷事故は起こらないと思い込む油断はないか？



 

安全に対する責任を十分に自覚しているか？



 

現場が業務をマニュアルどおりにやることに精一杯で、本質的な問題解

 決に取り組めない状況に対して目を背けていないか？



 

一方、ミドル・マネジメントにおいても、安全に対する自己の責任を十分に自覚し、

 経営層に対してその責任を徹底的に果たそうとしたか？
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原子力トップ・マネジメントからの改革(2)

②
 

自ら率いる組織の改革
–

 
他部門、他産業、海外から学びとる問題意識を醸成すること

–

 
システム全体を見ることができる技術力を育成すること

–

 
外部に依存せず、自ら作業の遂行、改善提案ができる能力を育成すること

③
 

業務プロセスの改革
–

 
完璧な対策ばかりでなく、スピードを重視した対策を取り入れること

–

 
品質保証活動で膨大な文書作成の負荷が発生しているなどの現場の問題を

 解消し、考える余裕を生み出すこと

–

 
経済性と安全性、協力企業との信頼関係を両立させる仕組みを構築すること

④
 

規制当局、立地地域、社会との関係の改革
–

 
規制を順守することだけで十分とせず、自主的に更なる改善に努めること

–

 
規制当局と透明性の高い関係を保つこと

–

 
立地地域や社会と問題を共有する勇気と能力を持つこと
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原子力改革特別タスクフォースの問題意識
どうすれば、二度と福島事故を繰り返さないようになれるのか？

◎事故を振り返ってみると、問題は事前の備えができていなかったことであり、

 改善や安全性向上のチャンスを敏感に捉えて対策に結び付ける「改革プ

 ラン」が必要

Ⅰ．事前の津波評価の時に、必要な対策を採れたのではないか？
→

 
深層防護※の原則で対処することは可能であった。

Ⅱ．2002年以降も、過酷事故対策を継続的に強化していれば、事故の影響緩

 和が図れたのではないか？
→

 
外国の過酷事故対策を参考にして安全設備の多様化を図れた。

Ⅲ．事故時にもっと上手に影響を緩和ができたのではないか？
→

 
形式だけの訓練ではなく、実際に事故対応のための能力のある組織

の設計、訓練、資機材の配備を行うべきであった。

※

 

深層防護
異常発生を防止する対策を講じた上で、異常の発生を想定し異常の拡大を防止する対策を講じる。その上で異常の拡大を

 
想定しその影響を低減する対策を講じる。このように安全確保対策を講じるにあたり、前段否定を繰り返して安全確保に高

 
度の信頼性や確実性を確保する考え方。
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事 象

（直接要因） 背後１
改善課題改善課題 対 策

背後2

経営層からの改革試計算

 
15.7mの

 
蓋然性

シビアアクシ

 
デント対策

 
が不十分

従来評価

の保守性

・・・

・・・・

・・・

注水

機能喪失

【事故後】

長期

電源喪失

【事故前】

代替注水不可

・・・・

・・・・

・・・

協力企業が

 
避難

・・・・

ｹｰﾌﾞﾙ布設

 
に時間要す

・・・・

組織の改革

業務ﾌﾟﾛｾｽの改革

規制当局，立地地域，

 社会との関係の改革

・対策１

 

・・・・・・・・・

・対策２

 

・・・・・・・・・

・対策３

 

・・・・・・・・・

・対策４

 

・・・・・・・・・

・対策５

 

・・・・・・・・・

・対策６

 

・・・・・・・・・

・対策７

 

・・・・・・・・・

・対策８

 

・・・・・・・・・

・対策９

 

・・・・・・・・・

ＲＣＡイメージ図

背後3



2012年10月12日 第1回原子力改革監視委員会配付資料 9

Ⅰ．事前の津波評価時の振り返り


 

土木学会の評価手法に過度に依存した。


 
経営層：実際の対策を講じるためには、土木学会の評価（権威）を重視した。



 
津波評価者：1960年のチリ津波（3.1m)を既往最大と考え、5.7mの評価値は

 約2倍の保守性があると考えた。また、敷地高さを超える津波が過酷事故に

 直結すると知らなかった。


 
設備担当者：津波評価者から得た結果を設計条件とし、自ら評価手法の持

 つ保守性を確認しなかった。


 
安全担当者：外的事象に対して、深層防護の適用を徹底できなかった。



 
リスク管理委員会：津波は許認可上のリスクとしてしか議論されなかった。


 

巨大津波の痕跡や記録がないことから、津波は来ていないと判断した。


 
津波の記録は数百年、地質分析でも千年程度の記録でしかなく、来襲する

 津波の規模をこの範囲の記録だけから推定するのには無理があった。


 
観測データ不足を専門家のアンケート調査で補っていたなど、未成熟な確

 率論により津波の発生頻度を過小評価した。


 

海外の知見が速やかに発電所の対策に反映されなかった。


 
1999年のフランス・ブライエ発電所での外部電源喪失事象（洪水に起因）の

 情報も対策につながらなかった。
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Ⅰ．津波評価の問題の背後要因

背後要因※ 解決に向けた鍵

１．経営層が重大な問題に対して、迅速・的確な

 判断や指示を行うための体制が不十分
■■

 
経営層の判断を助けるための支援を強化

２．グループ内外との情報共有の仕組みが不足

 して、津波がクリフエッジ的事象との認識が

 共有できなかった。

■■

 
システム全体を見渡せる技術者の養成

■■

 
縦割りを乗り越えるための人事

３．外的事象に対し、深層防護の観点から対策

 が十分かどうか確認する姿勢がなかった。
■■

 
深層防護に基づく安全対策の充実

４．品質保証活動を整備していく中で、プロセス

 のエビデンス作成偏重で業務負荷が増加し、

 実施スピードを重視した対策の提案力が不

 足した。

■■

 
業務の標準化とシステム化によるスクラップ

■■

 
直営の設計や工事を通じて、現実的な改善

 提案ができる能力の向上

５．津波リスクの検討を公表すると、直ちに運転

 停止につながると恐れた。
■■

 
リスクコミュニケーションの充実

※：背後要因の分析については、更なる深堀りを実施していく。
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Ⅱ．過酷事故対策時の振り返り

■■

 
2002年に格納容器ベントや電源の号機間融通など一連の過酷事故

 対策の完了後、更なる過酷事故対策が進められなかった。

■■

 
近年の過酷事故対策を規制化するという原子力安全委員会の意向

 に対し、既設炉へのバックフィットや訴訟への影響を懸念した。

■■

 
新たに過酷事故対策を施すと、現状のプラントの安全性に問題があ

 るという懸念が立地地域に広がることを心配した。

■■

 
米国のテロ対策（Ｂ５ｂ）などは、公式の情報提供がなかったとはいえ、

 ９・１１以降自らテロ対策を発想する姿勢や、米国の発電所視察情報

 への感度が不足した。
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Ⅱ．過酷事故対策が不足した背後要因

背後要因※ 解決に向けた鍵

１．経営層に、日本では過酷事故は極め

 て起こりにくいという油断があった。
■■

 
経営層自らが、原子力のリスクを強く認識し、

 常にリスクを低減させるためのリーダーシッ

 プを率先して十分に発揮

２．過酷事故対策の必要性を認めると、

 訴訟上のリスクとなると懸念した。
■■

 
必要な法制度の整備の要望

３．過酷事故対策を採ることが、立地地域

 や国民の不安を掻き立てて、反対運動

 が勢いづくことを心配した。

■■

 
リスクコミュニケーションの充実

４．過酷事故対策を実施するまでの間、プ

 ラント停止しなければならなくなるとの

 潜在的な恐れがあった。

５．品質保証活動を整備していく中で、文書

 作成偏重で業務負荷が増加した。
■■

 
業務の標準化とシステム化によるスクラップ

６．実施スピードを重視した対策の提案力

 が不足した。
■■

 
直営の設計や工事を通じて、現実的な改善

 提案ができる能力の向上

※：背後要因の分析については、更なる深堀りを実施していく。
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Ⅲ．事故時の対応の振り返り

■■
 

重要な機器の状態についての情報共有が図れず、その後の迅
 速・的確な対応につながらなかった。一方、情報の重要度にか
 かわらず、さまざまな情報が情報共有の場に引き出され、迅

 速・的確な意思決定を阻害した。

■■
 

システムの設計、運転、配置などに精通した技術者が不足した。

■■
 

仮設電池やコンプレッサーのつなぎ込みなど、直営作業を迅
 速・円滑に行えなかった。

■■
 

複数号機の長期間の事故対応で事故現場は消耗した。

■■
 

本店や官邸等からの指示で、対応が混乱した。

■■
 

資機材が不足した上、補給も迅速に行われなかった。
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Ⅲ．事故時対応の課題の背後要因

背後要因※ 解決に向けた鍵

１．経営層は、複数基同時被災を想定した

 備えを指示していなかった。
■■

 
経営層自ら常に不測の事態に備え事故対

 応体制の充実

■■

 
自然災害、テロに対して幅広くリスク分析し

 て対策の採用

■■

 
必要な物資の準備や輸送体制の構築

２．そもそも訓練想定が不十分であったが、

 訓練の反省に基づいて必要な改善につ

 なげられなかった。

■■

 
緊急時体制の見直し

■■

 
情報共有の仕組みの見直し

■■

 
責任者を支援する体制の充実

■■

 
各班長の要件の明確化と教育訓練

３．日常の実作業を通しての経験不足 ■■

 
直営で現場工事を実施できる能力を強化

■■

 
協力企業との役割分担、協力体制を整理

４．あいまいな指揮命令系統と規制当局や

 官邸との事前調整不足
■■

 
自社内の役割分担、国や地方自治体との

 役割分担を明確化

※：背後要因の分析については、更なる深堀りを実施していく。
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今後の検討の方向性(1)
経営層からの

 改革

【トップ・マネジメントからの改革】
■■防災対応も含めた原子力リスクの認識したリスクマネジメント

■■行動様式の変革（想定外に対応するための問いかける姿勢）

【経営層に必要な支援】

■■経営層が原子力発電所のリスクに見合った判断ができるよう必要な要件の明確化とスタッフ

 
の配置

自ら率いる組

 織の改革

【ICSの導入（緊急時組織の改編）】
■■24時間365日同一のレベルで事故に対応する組織の構築と、それに対応する平常時組織お

 
よび業務運営（二交替業務の拡大、長期戦を見据えた交替要員の確保）

■■シンプルな指揮命令系統、明確な役割分担（責任と権限）、平常時からの円滑な移行（緊急時

 
と似た組織）

■■本店・発電所・社外組織（自衛隊等）の役割整理（調達等）

■■メーカ、協力企業さんの協力取り付け（請負多層化構造の改善など）

■■訓練の計画、実施、AAR（After Action Review）に関する外部機関（在日米軍、自衛隊など）

 
の活用

【人材育成プログラムの見直し】
■■平常時および緊急時の各ポジションについて、その機能や要件の明確化

■■緊急時の対応のための直営業務の範囲拡大（例えば、事故後72時間以内に必要な作業は直

 
営でできるようになり、さらに不測の事態に備えて、全体の10％程度の直営化を目指す。）

【深層防護（前段否定）の積み重ねができる組織に改革】
■■発電所のリスクを評価し改善するための専門の組織の設置および権限の付与

■■安全性を向上させる組織をきちんと評価するための評価軸の設定
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今後の検討の方向性(2)
業務プロセス

 の改革

【完璧な対策から迅速な対策実施への転換】

■■短期・中期・長期の時間軸に分けて対策を整理し、できるものから順次実施していく取

 り組みへ転換

【深層防護（前段否定）の積み重ねをしやすい仕組みを構築】

■■業務の標準化とシステム化により、改善活動を活性化させるための余裕の増大

■■安全性と経済性が両立しやすい仕組み（一定の投資を必ず安全性向上に振り向ける

 仕組みなど）を構築

【人材育成プログラムの見直し】

■■平常時および緊急時の各ポジションを養成するための研修内容（例：危機管理、災害

 心理など）の設定、当該ポジションに応じた人事ローテーションの実施

■■緊急時組織の維持および人材育成のためのフォアマン制度の復活（フラットな組織→

 階層型組織）

規制当局、立

 地地域、社会

 との関係の改

 革

【リスクコミュニケーションの充実～透明性の向上】
■■炉心損傷に至るリスクマップの作成・更新と公表
■■規制当局とのやりとりの透明化
■■地域のみなさまとの集会参加、戸別訪問等の実施
■■これらの公表・対話に耐えうる 「技術力」と「発信力・対話力」の強化
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安全対策の取り組み状況
柏崎刈羽原子力発電所において、外的事象に対する深層防護の

 展開を取り組み中

■■各種調査報告書の提言は全て網羅
- 30項目提言事項（原子力安全・保安院） - 民間事故調査報告書
- 政府事故調査報告書

 
- INPOレポート

- 国会事故調査報告書
 

- 社内事故調査報告書
- Team H2Oプロジェクト調査報告書

■■原子力改革特別タスクフォースにおいても、福島事故を受けた対策
 として、柏崎刈羽原子力発電所で実施している設備面、運営面の

 対策を確認するとともに、継続的な改善として安全性の向上が図ら
 れることを目指す。

■■世界の知見や経験を反映するため、海外第三者の眼でのレビュー
 を受ける。（例：国際原子力機関（IAEA）の運転管理評価チーム

 （OSART：Operational Safety Review Team）
 

）を招へい ）
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まとめ
■■

 
以下の4項目に関する改革プランを取り纏めていく予定。
また、これまでの当社が行なってきた改革や変革の取り組みの

 中から、うまくいったことやうまくいかなかったことの教訓を引き
 出し、改革プランに反映する。

●●

 

経営層からの改革
- 安全性向上のためのリーダーシップを自ら率先して十分に発揮。そのための経営層の要件の明

 
確化、経営層を支えるスタッフ職の強化

- 想定外を想定し、不測の事態に対応するための能力を平素から育成

●●

 

自ら率いる組織の改革
- ICSの導入（緊急時組織の改編）
- 人材育成プログラムの見直し
- 深層防護（前段否定）の積み重ねができる組織への改革

●●

 

業務プロセスの改革
- 完璧な対策から迅速な対策への取り組みの転換
- 深層防護（前段否定）の積み重ねをしやすい仕組みを構築
- 人材育成プログラムの見直し

●●

 

規制当局、立地地域、社会との関係の改革
- リスクコミュニケーションの充実（透明性の向上）

■■

 
この改革プランはゴールではなく、安全性向上のための不断の

 努力として進捗状況のチェックおよび見直しを実施していく。
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ICSICS（（Incident Command SystemIncident Command System）とは）とは
参参

 
考考

安全監督官

広報官

渉外官

実行部 計画情報部 後方支援部 財務/総務部

部局班 ハズマット

 
ブランチ

班

係

チーム

ハズマット安全

化学担当

偵察・エントリー

資源管理・医療・除染

【特徴】



 

監督限界数：５人程度



 

共通言語の使用：部門間で特殊な言葉は

 
使わない



 

拡張可能な組織態勢：規模に応じて必要

 
部隊を投入可能な体制



 

統一的・明確な指揮系統：誰が誰を命令

 
するのかを明確にする



 

統合化されたコミュニケーション：通信・操

 
作要領の統合と市民・マスコミへの情報

 
の一元管理



 

信頼できる対応計画：対応計画の文章化



 

現場指揮所：第一次指揮所と第二次指揮

 
所を設ける



 

総合的なリソース管理：人、物、資機材す

 
べてを含めた総合的なリソース管理



 

的確な情報収集・管理・伝達：縦割りの命

 
令系統だけでなく、全組織レベルで情報

 
共有

米国（消防、警察、軍など）の災害現場・事件現場などにおける標準化された現場指揮に関するマネジメントシステム

体制のイメージ

現場指揮官
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ICSの検討課題

ICSの概念を取り込んだ緊急時体制構築に向け、今後考えるべき課題は以下

 の通り。

■■ 体制を考える際の前提条件

-

 
原因には言及せず全電源喪失事故（直流電源の喪失を含む）に対応

-

 
既に実施済み対策（電源車、消防車等）は使用可能

-

 
火災１カ所発生、重傷者１名発生を考慮

-

 
事故後７２時間の初期対応は発電所職員のみ

-

 
上記条件で、複数基同時被災するという試算を行うと、夜間休祭日対応とし

て常駐者の増員が必要。さらに、事故の状況や不足の事態に応じて柔軟

対応できることも必要

■■

 
２４時間３６５日同一レベルの緊急時体制を維持しつつ、平常時から速やかに

 移行することを前提とした平常時の組織および業務運用

■■

 
緊急時体制の各班および各ポジションの機能、資格要件、育成方法（経過措

 置や人事ローテーションも併せて検討）

参参

 
考考



2012年10月12日 第1回原子力改革監視委員会 添付資料 1

○想定を超える津波に対する防護が脆弱であった。

 
○全ての電源を喪失した場合や、その後の手段（高圧注水、減圧、低圧注水、

 除熱、燃料プールへの注水、水源確保等）が十分に準備されておらず、その場で考え

 ながら対応せざるを得なかった。

 
○炉心損傷後の影響緩和の手段（格納容器損傷防止、水素制御、環境への放射性物質の

 大量放出防止等）が整備されていなかった。

 
○照明や通信手段が限られたほか、監視・計測手段も喪失しプラント状況が把握できなく

 なった。

 
○大きな余震及び余震に伴う津波の恐れ、瓦礫等の散乱による現場のアクセス性・作業性

 低下等、著しい作業環境の悪化が事故の対応を困難にしていた。

事故対応で問題となった点（ハード面）
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①

 

徹底した津波対策の実施（多重化した津波対策）

津波とその後の事象進展から学んだ課題

事故から学んだ課題と対応方針（ハード面）

深

層

防

護

の

流

れ

(B)事故への進展防止

(C)事故時の
炉心損傷防止

(A)トラブル発生防止

・止める機能（制御棒緊急挿入等）の確保（福島第一、第二共に問題なく動作）

②

 

様々な電源供給手段の強化

③

 

注水に必要な水源（淡水・海水）の強化

④

 

速やかに実施可能な高圧注水手段の強化

⑤

 

高圧注水手段を喪失する前に減圧手段の強化

⑥

 

減圧する前に安定した低圧注水手段の強化

⑦

 

除熱手段の確保
・海水による除熱手段の強化
・確実な格納容器ベント手段(大気放出による除熱)の強化

(D)事故後の影響緩和
⑧

 

炉心損傷後の影響緩和手段の強化
②

 

様々な電源供給手段の強化
③

 

注水に必要な水源（淡水・海水）の強化

⑨

 

燃料プールへの注水・除熱手段の強化
②

 

様々な電源供給手段の強化
③

 

注水に必要な水源（淡水・海水）の強化

燃料プール冷却
そ

の

他

更なる耐震強化 ⑩

 

更なる安全性の向上の観点からの耐震性向上策の実施

⑪

 

その他事故時対応のサポートに重要な対策の実施
・プラントの操作および状態監視に必要な計測手段の強化
・中央制御室や免震重要棟の事故時対応能力（作業環境）向上
・事故時にも使用可能な通信手段の強化，

 

・現場へのアクセスルートの確保

サポート機能強化

(E)防災対策 ・

 

避難に係わる対策（運用側が主となる対策）
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安全対策の取り組み（柏崎刈羽原子力発電所の例）

津波 電源 水源 高圧注水 減圧 低圧注水 原子炉, 
格納容器冷却

（除熱）

炉心損傷後の
影響緩和

地震燃料プール

※１

防潮堤設置

建屋防潮壁, 
防潮板設置

重要エリア
止水処理

原子炉建屋
等排水対策

蓄電池等
（直流電源）

強化

空冷式ガス
タービン発電
機車高台配備

電源車
高台配備

復水貯蔵槽
（CSP）

貯水池設置

建屋外からの
CSP注水
手順整備

その他
の視点

SRV駆動用
空気圧縮機

配備

SRV操作用
予備蓄電池

配備

電動駆動の
低圧注水系

D/DFP
増強

消防車
（注水用）
高台配備

変圧器回り
の浸水対策

津波警告
システム

構築

交流電源に頼ら
ない格納容器ス
プレイ手順整備

代替
熱交換器
設備配備

格納容器
ベント用手動
ハンドル設置

外部電源

格納容器頂部
水張り設備

設置

原子炉建屋
水素処理
設備設置

原子炉建屋
トップベント

設備設置

フィルタ
ベント設備

設置

開閉所，
変圧器

耐震強化

耐震強化※2

淡水タンク
耐震強化

復水補給水系
配管等の
耐震強化

燃料プール
冷却浄化系

外部からの
注水配管

設置

消防車
（注水用）
高台配備

コンクリート
ポンプ車配備

免震棟設置

モニタリング
機能強化

免震棟の
増強

海水利用
手順整備

地下軽油
タンク設置

代替水中
ポンプ配備

MUWCへの
外部接続口

設置

プラント状態
監視機能強化
（計測手段）

非常用
ディーゼル
発電設備

純水タンク
蒸気駆動の
高圧注水系
（RCIC）

電動駆動の
高圧注水系

（HPCS等）

直流電源
（蓄電池）

逃がし安全弁
（SRV）

自動減圧系

格納容器
スプレイ

手段の増強

ろ過水
タンク

隣接号機
からの

電源融通

復水器
（原子炉除熱）

残留熱除去系
（原子炉除熱）

瓦礫撤去用
重機の配備

復水補給水系
（MUWC）

電動駆動の
消火系

ディーゼル
駆動の消火系
（D/DFP）

通信設備
増強

復水補給水系

D/DFP
増強

格納容器
耐圧強化

ベント設備

圧力容器下部
（ペデスタル）

への注水

海水ポンプ
予備モータ

配備

※２：
中越沖地震の知

 

見を踏まえ、保

 

守性を持って基

 

準地震動Ssを

 

設定し、さらに

 

余裕を持つよう

 

耐震強化を実施

※３：
耐震設計審査指

 

針に則った耐震

 

設計

基本設計で採用した設備

福島第一事故以前に整備した
アクシデントマネジメント対策

福島第一事故を踏まえた対策

新潟県中越沖地震を踏まえた対策

残留熱除去系
（燃料プール

除熱）

燃料プール
補給水系

対策
分類

具

体

的

項

目

SRV駆動用
予備ボンベ

配備

中央制御室
環境改善

開閉所
防潮壁設置

建屋水素
濃度計設置

熱交換器
建屋等

浸水対策

火災対応用
消防車配備

井戸の設置

消火系配管
地上化

補機取水路
蓋掛け

更なる
高台電源等

増強

耐震設計※3

送電鉄塔
基礎安定性

等評価

代替高圧注水
設備設置

ホウ酸水
注入系緊急

活用手順整備

RCIC手動
起動手順

整備

制御棒駆動
水圧系緊急

活用手順整備

監視カメラ
・水位計

高台電源設備
（分電盤等）

設置

アクセス
道路補強

※１：
外部からの浸水

 

に対しては、
各設備、機器の

 

設置高さで確保
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安全対策の取り組み（柏崎刈羽原子力発電所の例）

緊急時の備え

事故時運転
操作手順書

事故時運転
操作手順書
徴候ベース

アクシデント
マネジメント

(ＡＭ)の手引き

緊急時対策要員

緊急時対策要員
現場要員の
大幅増員

中央制御室
通信手段増強

衛星携帯電話
配備増強

電源機能等喪失時
対応ガイド類

緊急時対策要員
の７日分の

飲食料を備蓄

SPDS停止時の
プラント情報共有

手引き

夜間・休祭日
宿直体制

運転員の増員

中央制御室
免震重要棟間
ホットライン

ＴＶ会議システム

プラントパラメータ

伝送システム
（ＳＰＤＳ）

輸送会社との
輸送契約

（警戒区域含む）

輸送会社運転手
の放射線防護教育

燃料の備蓄

輸送会社との
輸送契約

対策
分類

具

体

的

対

応

津波ＡＭ
の手引き

緊急時対策要員
号機担当配置

事故への備え

警報発生時
運転操作
手順書

情報伝達・情報共有 資機材調達・輸送
体制

事故時放射線
管理体制

事故時運転
操作手順書

シビアアクシデント

運転員
シミュレータ訓練

運転員
シミュレータ訓練
地震＋津波＋ＳＢＯ

電源機能等喪失時
対応訓練

夜間・休祭日
宿直体制の増強

衛星携帯電話
非常時の燃料

調達協定

後方支援拠点

国とのＴＶ会議
システムに連携

衛星携帯電話
屋外アンテナ付

中央制御室
蓄電池等配備

モニタリング
カー増強

(1台→３台）

可搬型モニタ
リングポスト

配備

モニタリングカー
1台配備

モニタリング
ポスト電源２重化

伝送系２重化

復旧要員の
放射線防護装備品

配備増強

緊急時対策室
放射性物質流入

防止対策

モニタリング
ポスト電源強化
（非常用電源）

従来から継続している対応

従来から継続している対応
（アクシデントマネジメント対応）

福島第一事故を踏まえた追加対策

新潟県中越沖地震等を踏まえた対策

復旧要員の
放射線防護装備品

APD配備

放射線測定要員
の大幅増強

免震重要棟、
中央制御室に

APD増設

簡易式入域管理
装置の配備

緊急時訓練

アクシデント
マネジメント

研修

緊急時訓練
シビアアクシ
デント想定

緊急時訓練
の強化

運転員津波AM
の手引き研修

運転員
ＡＭ

手順書研修

夜間・休祭日
宿直体制

放管員増強

緊急時臨機
応変対応ガイド
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②ガスタービン
発電機車

淡水ポンプ

熱交換器

熱交換器

淡水ポンプ

熱交換器

熱交換器

【除熱強化対策】
⑬

 

代替海水熱交換器設備の設置
⑭

 

格納容器ベント弁操作用予備窒素ガス
ボンベの設置

【注水強化対策】
⑤

 

補給水系ポンプによる注水手段確保
⑥

 

ディーゼル駆動消火ポンプの増強
⑦

 

消防車による注水手段の確保

 
⑧

 

逃し安全弁用予備窒素ガスボンベ設置
⑨

 

水源の多様化（貯水池、井戸の設置）
⑩⑩

 

第２原子炉隔離時冷却系ポンプの設置第２原子炉隔離時冷却系ポンプの設置
⑪

 

純水・ろ過水タンクの耐震性強化
⑫

 

燃料プール注水用にコンクリートポンプ車を配置
○

 

海水ポンプ喪失時に使用できるようECCSを改造

【電源強化対策】
①

 

電源車の配備

 
②

 

ガスタービン発電機車の設置

 
③

 

緊急用高圧配電盤の設置
常設ケーブルの布設

④直流電池容量の増加、充電用
小型ディーゼル発電機の設置

○

 

500kV開閉所耐震強化

⑦消防車

⑬代替熱交換

 

器設備

⑨水源の
多様化

⑧予備ボンベ

（T.P.＋３０ｍ以上）

排気筒

格納容器ベントライン

原子炉建屋

凡例

交流電源

水

蒸気

取水路

放水口へ

（T.P.＋４５ｍ）

復水

貯蔵槽

緊急用高圧配電盤切替箱

逃し
安全弁

格納容器

使用済

 

燃料貯蔵プール

残留熱除去系ポンプ

③常設ケーブル

③緊急用高圧配電盤

１５４ｋV

開閉所建屋

井
戸

原子炉
隔離時
冷却系
ポンプ

⑩第２原子炉隔離時
冷却系ポンプ

【水素爆発対策】
⑮

 

トップベントの設置
⑯⑯

 

フィルターベントフィルターベントの設置の設置
⑰

 

ＰＡＲ（静的触媒再結合器）の設置

⑭予備ボンベ

⑯フィルター
ベント

⑰PAR

①電源車

⑤
補給水系ポンプ

⑥ディーゼル駆動

 

消火ポンプ

赤字が時間がかかる対策赤字が時間がかかる対策

⑪淡水タンク
耐震性強化

⑮トップ
ベント

⑫コンクリート

ポンプ車

④電池

安全対策の取り組み（柏崎刈羽原子力発電所の例）
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津波対策（柏崎刈羽原子力発電所の例）

１号機
２号機

防潮堤（堤防）設置イメージ

４号機

５号機

６号機
７号機

３号機
展望台

日本海

５～７号機側の防潮堤（堤防）５～７号機側の防潮堤（堤防）

◆海抜約１２ｍの敷地に、高さ約３ｍのセメント改良土による盛土と
海側斜面の強化を行いました。

◆今後、周辺整備を平成２４年度内を目途に
進めてまいります。

８月●日撮影

長さ約１ｋｍ

長さ約1.5ｋｍ

②海側から（８月２８日撮影）

平成２４年８月●日撮影

堤防盛土部分 ７号機

防波堤
日本海

①展望台から（８月２８日撮影）

①

②

③

防波堤

堤防

堤防

◆海抜５ｍの敷地に、基礎杭でしっかり固定した高さ
約１０ｍの鉄筋コンクリート製の堤防を作っています。

◆基礎杭は全８９１本の打込みが８月２８日に完了し、
一部の壁部分も完成しています。

１～４号機側の防潮堤（堤防）

③３号機海側（８月２８日撮影）

約３ｍ（海抜約１５ｍ）セメント改良土
による盛土

約10m
敷地高さ
海抜約１２ｍ

斜面をセメント
改良土で強化

海

約１m

約３m

約2.5m

約15m

海
基礎杭の深さ
約２０～５０m

約10m
（海抜約15ｍ）

数字は写真撮影地点

堤防盛土部分

斜面強化部分

５号機

想定を超える津波が発電所に襲来した場合においても、海抜約１５ｍの防潮堤により敷地内への浸水を低減する

 
とともに、津波による建屋等への衝撃を回避。
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電源対策（柏崎刈羽原子力発電所の例）

接続箱

154kV開閉所建屋

空冷式ガスタービン発電機車高台配備

緊急用高圧配電盤

66ｋV開閉所

通常送電

電源車高台配備

電源

緊急送電

緊急送電

・空冷式ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機車：２台配備済
・電源車：14台配備済

・エンジン付発電機：配備済
・その他の資機材（接続ケーブル等）：配備済

（平成２４年８月末現在）

原子炉建屋

補給水

 
ポンプ

ほう酸水

 
注入ポンプ

高圧配電盤

原
子
炉

残留熱除去系

ポンプ 低圧配電盤

復水貯蔵槽

ほう酸水タンク

ガスタービン発電機車のバックアッ

 
プとして、電源車を複数台簡易に接

 
続可能（最大１５台）な接続箱を設

 
置し非常用電源の強化をし、復旧の

 
迅速化を図りました。

高台電源設備（分電

 
盤等）設置

海抜約35ｍ

地下軽油タンク設置

万一、プラントの全交流電源喪失時にも重要機器の動力が迅速に確保できるよう、大容量の空冷式ガスタービ

 
ン発電機車（空冷式ＧＴＧ）を高台に配備。併せて、燃料補給用の地下軽油タンクを設置。また、電源供給が

 
迅速に行えるよう高台に緊急用高圧配電盤を設置し、常設ケーブルを各号機へ布設。空冷式ＧＴＧに加えて、

 
さらに万一の場合に備え多数の電源車を高台へ配備。
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減圧対策（柏崎刈羽原子力発電所の例）

全交流電源、直流電源を喪失した状態でも、主蒸気逃がし安全弁を確実に開操作できるよう、操作に必要なバ

 
ックアップ直流電源（予備蓄電池）や窒素ボンベの予備を配備。また、現場において直接、直流電源を供給す

 
るための手順も新たに整備し、訓練で実効性を確認。

主蒸気逃がし安全弁の駆動源となる予備蓄電池および予備窒素ガスボンベを配備

仮設操作スイッチ

 
と仮設ケーブル

予備蓄電池

予備窒素ボンベ

（（５本×２）／１プラント）

原子炉格納容器

主蒸気逃

 
がし安全弁

アキュム
レータ

NO

蓄電池

窒
素
ボ
ン
ベ

窒
素
ボ
ン
ベ

原
子
炉
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炉心損傷後の影響緩和対策（柏崎刈羽原子力発電所の例）

水 素

水素 水素
ブローアウトブローアウト
パネルの開放パネルの開放

ブローアウトブローアウト
パネルの開放パネルの開放

水素 水素

原
子
炉

排気筒

排気

フィルタ
ベント本体

水補給

炉心損傷後の放射性物質放出を低減するために、フィルタベント設備を設置。フィルタベント装置では、格

 
納容器内に滞留する水素も大気に放出することができるため、原子炉建屋内への水素滞留を防止することが

 
可能。なおフィルタベントによる水素排出が不十分な場合でも、原子炉建屋トップベント等により、原子炉

 
建屋内に漏れ出た水素の滞留による爆発を防止。

水素検出器

原子炉建屋トップベント

水素検出器
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燃料プール対策（柏崎刈羽原子力発電所の例）

配備車両台数

・７０ｍ級×１台（腕部長さ７０ｍ）

 

：年内配備予定

・５０ｍ級×２台（腕部長さ５２ｍ）

 

：平成２５年度第一四半期に配備予定

腕部長さ７０ｍ車
腕部長さ５２ｍ車

電源喪失や原子炉建屋の破損により、通常の使用済燃料プールの注水・冷却機能を喪失しても、原子炉建屋

 
の外部から使用済燃料プールへ直接注水可能なコンクリートポンプ車を配備。



2012年10月12日 第1回原子力改革監視委員会 添付資料 11

事故への備え（柏崎刈羽原子力発電所の例）

○課題：想定を超える事故への備え

●対応：①津波、全電源の喪失など従来の想定を大きく超える事故の対応手順を整備。繰り返し訓練。

②重機の運転等に関して社員で対応できるよう、必要な資格の取得を実施。

・津波アクシデントマネジメントの手引き

～全交流電源喪失時の電源車等による電源供給や原子炉、使用済燃料プール

に代替注水するための手引き

・電源機能等喪失時の対応ガイド類

～

 

電源車、ガスタービン発電機車（GTG）による電源供給などの現場作業

 
の手引き 整備した手順の例

GTGによる電源供給訓練風景

整備した主な手順

訓練実績 資格の取得

・総合訓練：５回

 

延べ約930人参加

・個別訓練：延べ16回実施(H24.8末現在)

電源車操作訓練、GTG運転訓練

消防車注水訓練、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ訓練

 

等

・今後、総合訓練においてシビアアクシ

デントを想定したブラインド訓練を実施

H24.8末現在
大型免許

 

：45名
大型特殊免許

 

：21名
大型けん引免許：15名
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緊急時対応の備え（柏崎刈羽原子力発電所の例）

○課題：複数災害、複数プラント同時被災への対応

●対応：①複数プラント、長期の事故にも対応できるよう、緊急時対策要員を大幅に増強。

②本店においても、原子力災害と自然災害（停電）の同時発生に対応できるよう緊急時対策室を２箇

 
所設置。

・津波後の現場対応操作を踏まえ、発電所運転員を60名

増員(205名→265名)(定員)

・交替制も考慮し緊急時対策要員を増員(324名→649名)

・緊急時対策本部の発電班、復旧班に号機責任者を配置

・被災直後の対外連絡とプラント情報収集の機能強化のため

宿直体制を増強(６名→８名)

・緊急電源復旧・注水対応など

早期の対応が必要な要員を24

時間体制で発電所に待機させる

ことを計画

発電所運転員・宿直・緊急時対策要員

当直長

副長

補機

主任

主機

副主任

役職

２～５号機
（各班6→8名に増員）

：増員

本店緊急時対策本部

２階緊急時対策室

３階緊急時対策室



平成 24 年 11 月７日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

場所 １～７号機 

件名 階段通路誘導灯電源における回路の接続不備について 

不適合の 

概要 

 

当社は、当所１号機において消防設備法定点検＊１を実施した当社関連企業より、本来、

単独の電源回路で供給されるべき階段通路誘導灯電源の回路に、管理区域境界避難扉監

視装置＊２の電源回路が接続されている箇所が３箇所あるとの報告を受け、平成 24 年

11 月６日、当該事象を消防法施行規則（第 28 条の三）＊３の要求事項を満足していない

と判断いたしました。 

 

また、２～７号機についても管理区域境界避難扉監視装置の電源の接続状況の確認を

行ったところ、同様の事例を 10 箇所確認しました。 

 

 ＊１ 「消防設備法定点検」 

    消防設備は火災が発生した際、確実に機能を発揮しなければならないことから、消

防法第 17 条の３の３に基づき、定期的に実施することが義務付けられている点検。

 ＊２ 「管理区域境界避難扉監視装置」 

    管理区域境界の避難扉が開放された際に、現場でブザーが鳴動し、表示灯が点灯す

るとともに、中央制御室で扉の開閉が確認できる装置。 

＊３ 「消防法施行規則（第 28 条の三）」より一部抜粋 

第二十八条の三 

４  誘導灯の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。

九  電源は、第二十四条第三号の規定の例により設けること。 

第二十四条  自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次

のとおりとする。 

三  電源は、次に定めるところにより設けること。 

イ 電源は、蓄電池又は交流低圧屋内幹線から他の配線を分岐させずにとるこ

と。  

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 
今回、接続不備が確認された 13 箇所については、管理区域境界避難扉監視装置の電源

を切り離し、階段通路誘導灯電源は単独回路として確保しました。なお、本事象に至っ

た原因については今後、調査を進め、再発防止に努めてまいります。 
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 階段通路誘導灯における回路の接続不備について 

管理区域境界避難扉

監視装置 

管理区域境界避難扉

監視装置用電源配管 

階段通路誘導灯 



再生への経営方針 

平成２４年１１月７日 

 東 京 電 力 株 式 会 社 

１．基本認識  

・取締役会は、以下の基本認識で、2013/14 年度を対象とする本方針を策定する。 

① 事故の当事者たる当社は、公的資金援助と値上げによって国民から存続の機会を与

えられた。福島原発事故への対応こそが会社の原点である。 

「事故の責任を全うし、世界最高水準の安全確保と競争の下での安定供給をやり抜く」 

ことを企業の新たな使命とする。過去の東京電力に逆戻りするのではなく、新しい

使命を果たしていく企業に生まれ変わることで、社会の信頼を回復していく。 

② 当社は、電力市場の競争促進や需要家の選択肢拡大に向けて検討されている電力シ

ステム改革の大きな流れを見据えた企業改革に先行的に取り組む。それによって事

故の責任を長期にわたってやり抜くための企業基盤を守る。 

③ 当社は、自らの使命を果たすために「やるべきことは徹底してやり抜く」一方で、

当社のみでは力の及ばない規模の財務リスクについて、国全体での取組の強化や関

係者の協力に向けて率直に問題提起を行う。 

 

２．当社が直面する危機  

１）福島原発事故への万全な対応 

・福島原発事故への対応は、その広がりと被害額、復旧必要額の大きさにおいて、まさに

「国家的難題」である。 

①被害者への賠償と高線量地域の除染費用を合計すると、原子力損害賠償支援機構法

の仕組みによる交付国債の発行額 5 兆円を突破する可能性がある。さらに、低線量

地域も含めた除染、中間貯蔵費用などについて、同程度の規模の費用が、今後、追

加で必要となるとの見方もある。 

②廃止措置関連費用は、すでに 1 兆円弱を当社独自に引き当てている。追加となる研

究開発については国の主導を仰いでいるが、今後、燃料デブリの取出し、最終処分

まで含めた全費用はこれまでの引当額よりもさらに巨額にのぼる可能性がある。 

・事故への償いと廃止措置を長期間にわたって継続的にやり抜くために、当社はあらゆる

努力を傾注する。しかしながら、被災地の復興を円滑に進めていくために今後必要と見

込まれる費用は、一企業のみの努力では到底対応しきれない規模となる可能性が高い。 

 

２）事業環境の変化と企業体力の劣化 

・５月策定の「総合特別事業計画」では前提とされていない事業環境の変化が生じている。 

① 政府は、本年夏に「電力市場の完全自由化」という基本的方向を決め、詳細な自由

化内容を年末に決定する予定である。当社としても、数年後にも予想される自由化

時代に的確に対応していくことが焦眉の急となっている。 

② 将来のエネルギー構成や原子力政策について種々の議論が行われており、各電力会

社においても原発再稼働の見通しについて不透明感が強まっている。 

・他方、当社の企業体力（資金不足、人材流出）は急速に劣化し始めている。このまま賠

償・除染・廃炉の負担が「青天井」で膨らんでいき、自由化などの事業環境の変化にも

対応できず、将来への展望が見いだせない企業のままの状態が続けば、士気の劣化も加

速度的に進む懸念が強い。 

 

３．「企業のかたち」の選択  

１）現行制度のみで対応した場合のリスク 

・原子力損害賠償支援機構法においては、賠償・除染の費用が増額する場合には、交付国

債による交付額を増額する仕組みになっている。また、廃炉等に関連して資金が必要と

なれば、機構が、資本引き受けなどの形で支援できることになっている。 

・ 現在の原子力賠償支援機構法の枠組みの活用による電力産業全体の対応額は、総額 5兆

円程度が前提と考えられる。自由化を進めていく中で、他電力の自発的拠出による負担

金を大きく増額するように求めていくことは極めて難しい。 

・ 仮に、現行の枠組みのみによって、今後さらに膨張していく巨額の負担に対応する場合

には、当社の事業形態は以下のいずれかへと変わっていくリスクが高い。 

① 「超長期事故処理専業法人」化（交付国債を１０兆円とした場合） 

例えば、交付国債枠（5 兆円）を倍増して対応することとなれば、当社は、巨額の

負担金を超長期にわたって支払うためだけに存続する「事故処理専業法人」と化す。

この場合は、巨額の負担をまかなう財源の確保のため、電力自由化にも背を向け、

現行の地域独占を維持する行動をとらざるを得ない。一方、民間金融機関からの資

金調達は困難となり、事業活動のあらゆる側面で国に資金を頼ることとなる。 

② 「電力公社」化（公的資本を現状の数倍に拡大した場合） 

巨額の費用に対応するため公的資本を数兆円単位で追加注入することになれば、公

的管理からの離脱は実質的に困難となり、事業資金を国の信用に全面的に依存する

こととなる。つまり、我が国電力市場全体の１／３を占める最大の事業者が国営の

「電力公社」と化した状態のまま、一方で、市場完全自由化を進めるという極めて

歪な構造となる。 

 

２）あるべき「企業のかたち」 

・ 世界的にみても、電気事業は、今後の経済成長を左右する基幹インフラであることは論

を待たない。また、低廉な資源の確保、再生エネルギーへの対応、省エネ推進など「新

たな安定供給」を自由化による競争の中で進めていくためには、福島の経験と安定供給

の技術をもって世界と渡りあうダイナミックな電気事業者への変貌が不可欠である。 



・ 「自由化」が数年後に見通される中で、仮に「事故処理専業法人」や「電力公社」とな

る道を選べば、人材面での劣化は加速することは間違いない。こうした状況では、エネ

ルギー事業者として自由化に対応し、国民・利用者のニーズに応えていくことはもとよ

り、当社固有の社会的責務（賠償、廃炉）を果たしていくことも困難な事態に陥ること

は必至である。 

・  当社としては、競争環境の下で、市場原理に基づいて資金調達・投資決定を自律的に

行うダイナミックな民間企業に早期に復帰することで、技術・人材といった経営基盤を

保持し、責務を持続的に果たしていく。そのために、当社はあらゆる経営努力を傾注す

るが、同時に、現行の賠償機構法の枠組みによる対応可能額を上回る巨額の財務リスク

や廃炉費用の扱いについて、国による新たな支援の枠組みを早急に検討することを要請

する。早ければ来春に、現行の総合特別事業計画に、新たな事業環境の変化への対応や、

国の検討結果を追加的に盛り込んだ、より包括的な新たな計画を策定するよう、関係者

に要請をしていきたい。 

 

４．一両年で実行する改革 

・当事者として「事故の責任を全うする」ことを最優先する。 

・このため、一企業一業界の負担限度を超える費用についての新たな支援措置の検討を前

提にしつつ、福島の賠償・除染・地域支援の取組みに最大限の人的・技術的資源を投入

することとする。 

・当社としては、「再生への経営方針」対象期間中に以下の改革を集中実施する。 

 

Ⅰ：福島事故の責任を全うする 

１）内外の英知を集めた福島第一原子力発電所の廃炉体制づくり 

２）福島の復興に向けた取組みの深化 

Ⅱ：世界最高水準の安全確保 

１）原子力改革 

２）大震災等のクライシスにも負けない防災態勢・事業継続態勢の構築 

Ⅲ：責任を全うするための財務基盤づくり（当社単独にて取組み可能なもの） 

１）サバイバルのためのコスト削減 

２）細分化された組織単位でのコスト管理の徹底 

Ⅳ：新生東電の収益基盤づくり 

１）ＨＤカンパニー制を視野に入れた経営改革 

２）再生に向けた収益基盤づくり 

３）業務改革（人事、会計、目標設定、広報） 

【参考】 原子力損害賠償支援機構への負担金の納付の想定 

単年度納付額 

（例） （備考） 

一般負担金 

（料金原価が財源） 

１，６３０億円 

２０１２年度 

納付額ベース 

○ 過去１０年間の原子力事業者

の利益水準の平均実績から

自己資本コストの平均実績を

控除して算出した額に相当。 

 

○ 料金を改訂して原価算入しな

い限り、さらなる増額は困難。 

特別負担金 

（処分可能利益が財源） 

５００億円 

事業報酬の 

水準から仮定 

○社債市場復帰に必要な最低限

の内部留保（500 億円/年程

度）を除き、収益の全てを特別

負担金・金利負担・法人税に充

当（配当無し）と仮定。 

計 

２，１３０億円 

 

※ 実際の納付額は、年度ごとに、「原子力事業者の収支の状況に照らし、電気の安定供給その他の

原子炉の運転等に係る事業の円滑な運営に支障を来し、又は当該事業の利用者に著しい負担を

及ぼすおそれのないもの」となるよう、原子力損害賠償支援機構が決定するものである。 

※ 一般負担金の納付額は、全ての原子力事業者（電力各社等）による納付額の総計。 

２０３５年までの 

納付総額 

約５兆円 

 

（２,１３０億円×２３年を要する）

 



平成２４年１１月７日
東京電力株式会社

Ⅰ： 福島事故の責任を全うする

（１） 内外の英知を集めた福島第一原子力発電所の廃炉体制づくり ・・・　

（２） 福島の復興に向けた取組みの深化 ・・・　

Ⅱ： 世界最高水準の安全確保

（１） 原子力改革 ・・・　

（２） 大震災等のクライシスにも負けない防災態勢・事業継続態勢の構築 ・・・　

Ⅲ： 責任を全うするための財務基盤づくり（当社単独にて取組み可能なもの）

（１） サバイバルのためのコスト削減 ・・・　

（２） 細分化された組織単位でのコスト管理の徹底 ・・・　

Ⅳ： 新生東電の収益基盤づくり

（１） ＨＤカンパニー制を視野に入れた経営改革 ・・・　

（２） 再生に向けた収益基盤づくり ・・・　

（３） 業務改革（人事、会計、目標設定、広報） ・・・　

改革集中実施アクション・プラン

１

２

３

４

５

６

７

８

９



平成 24年11月7日 東京電力株式会社

1
Ⅰ：福島事故の責任を全うする （１） 内外の英知を集めた福島第一原子力発電所の廃炉体制づくり

計画期間における方針

• 地元復興に繋げるとともに世界に知見提供

• 長期にわたる除染や廃止措置を支える人材の育成

• 福島第一をより安全な状態に迅速かつ確実に移行

具体的な目標

①地元復興に繋げるとともに世界に知見提供

－世界の技術を結集し、研究成果を世界の共有財産にする国際的拠点を

整備し、地元の新たな産業振興に寄与（２０１２年より順次）

AP(1)『国際原子炉安全研究センター（仮称）』

AP(2)『モックアップセンター／機器装置メンテナンスセンター（仮称）』

－最終的に目指す姿（エンドステート）とそれに至るための過程（グランド

デザイン）を国を含む関係者と共有（速やかに検討着手）

－研究開発プロジェクトの国際的な新組織を設立（２０１３年４月目途）

AP(3)『国際技術開発組合（仮称）』等の設立・推進

②長期にわたる除染や廃止措置を支える人材育成

－若い研究者や学生が直接従事する環境を整備し、除染や廃止措置に

必要な知識と技術を有する人材の育成

AP(4)最先端の学術研究拠点を産官学が一体となって浜通りに誘致

③福島第一をより安全な状態に迅速かつ確実に移行

－安定化・廃止措置作業の加速化、特に使用済燃料取り出しを短縮

AP(5)４号機使用済燃料取り出しの加速化

－海外の英知により、廃止措置作業を効果的・効率的に推進

AP(6)海外専門チームの常設（２０１３年１月から）

福島県民のご安心のために、内外の英知を結集して取組みを加速化していくとともに、最高峰の研究拠点（COE※）として世界の共有財産とする

骨 子

AP(4)：除染や廃止措置に必要な知識と技術を有する人材の育成のため、国内大学の研究施設を

浜通りに誘致するためのインセンティブの形成といった基本事項を検討。

（AP＝アクション・プラン）

AP(1)：放射性試料の分析、分析結果の解析、さらにはこれらの成果を用いて国際的な原子炉安全に

寄与する研究を統括。

：基本設計検討を２０１４年度までに実施。

AP(2)：「モックアップセンター」は、高い放射線下で的確、迅速に実施するために実作業環境を模擬。

：「機器装置メンテナンスセンター」は、汚染した機器・装置のメンテナンスを実施。

：両設備の基本設計を２０１３年度中に実施。

AP(3)：基礎基盤技術の強化や国際的な研究開発拠点形成など内外の英知を結集しつつ、官民が

一体となった一元的なマネージメントが可能となるよう、国と協力して２０１３年４月を目途に設立。

AP(5)：特定原子力施設として更なる安定化のため、燃料の確実な冷却、臨界防止、水素爆発防止、

滞留水漏えい防止の徹底等の諸リスク低減を図りつつ、海外の英知の活用、研究開発の加速

なども踏まえ、効果的かつ効率的に対応（開始は１ヶ月前倒し、完了は１年以上前倒しを目指

す）。

AP(6)：廃止措置にあたっては技術的に多くの挑戦的な領域があり、国内に限定することなく広く海外

の知見に基づき推進する。

：アメリカ（エネルギー省とは、地下水、止水、水処理、廃棄物処理等の７分野について

フィジビリティスタディを実施中）、ウクライナ、イギリス、フランス、ロシアなどとの協働等を計画。

：２０１３年１月から準備会合を開始し、国との協働の観点も踏まえ４月からは国際技術開発組合

等の常設チームとすることを目指す。

※ center of excellence：優秀な頭脳と最先端の設備環境をもち、世界的に評価される研究拠点を指す。
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Ⅰ：福島事故の責任を全うする （２） 福島の復興に向けた取組みの深化

計画期間における方針

• 福島県へのコミットメント抜本強化

• 「親身・親切な賠償」の徹底・深化

具体的な目標

①福島県へのコミットメント抜本強化（２０１３年１月から順次）

－地元本位の経営､地元コミュニケーションの抜本強化

AP(7)『福島復興本社（仮称）』を設置

AP(8)本社内に『福島本部（仮称）』と拠点を整備（福島市、郡山市、

いわき市、南相馬市、会津若松市）

AP(9)福島復興・雇用創出プロジェクトの推進

AP(10)活動拠点と社宅の再整備

－地元に密着した活動の抜本強化

AP(11)除染進展のために３００人規模（現状の３倍）の体制を目指す

AP(12)復興支援に向けた各種活動の展開（全社員がローテーション、

年間延べ１０万人の動員体制を目指す）

②「親身・親切な賠償」の徹底・深化（２０１２年から順次）

－組織と機能の再構築による迅速かつ適切な賠償の実施

AP(13)賠償対応部署（本賠償・ＡＤＲ）を統合し、福島本部の所属とする

－地元の御要望を踏まえた適切な賠償

AP(14)生活再建の礎である財物賠償の早期実施

AP(15)自主的避難等に係る損害賠償（２０１２年１月以降分）の実施

福島県民の皆さまの苦しみを忘れず共に再生するため、地元に密着して責任を全うし地域復興に貢献

骨 子

AP(11)：避難されている方々の帰還、県民の方々の安心につながる除染に尽力。

：放射線や除染技術に係る知見をもとに、環境省に相談しながら、市町村等のニーズに沿った

人的、技術的協力を展開。

AP(12)：支援参加を職務化。現状の５倍の動員体制を整備。線量モニタリングや住民一時立ち入り

支援等の専門分野はもとより、一般のボランティアで行われている作業は原則全て対応。

：受入体制を強化（各拠点に増員配置）。ニーズ掘り起こしを先行開始。知識・技能研修も拡充。

（AP＝アクション・プラン）

AP(7)：「復興本社」の代表として、副社長が専任で常駐。その下に役員級を複数名配置し、県内全て

の事務所の復興関連業務を統括。

：本店各部門と経営スタッフ機能を一部移転および除染・地域支援業務等の拡充により、５００人

規模で再編・増強。グループ会社も含めて県内で４，０００人以上の体制で業務を遂行。

：福島本部会議（関係役員が参加し、関連業務に関する執行上の意思決定を行う）を創設・現地

開催（毎四半期）。開催都度、県・自治体等への訪問、会長・社長の会見などを実施。

AP(8)：本部と拠点の整備により、「賠償」・「地域支援」・「除染」や地域対応等の各業務を統合するとと

もに、連携を強化し、福島において迅速に意思決定・実行。

AP(9)：浜通りを中心に地域の経済復興や雇用回復・創出に繋がる事業を推進。『世界最新鋭の石炭

火力発電所プロジェクト』、『Jヴィレッジの復興』などに検討着手。

AP(10)：社宅については、仮設単身寮の代替施設を含め、各市町村の要望や復興計画を考慮しつつ、

住民帰還が遅れる地域にも率先的に整備・入居。

AP(13)：組織統合と役員の業務分担見直し（２０１３年１月）により、ＡＤＲ和解事例の本賠償基準への

反映等、本賠償とＡＤＲの業務連携・情報共有を一層強化。

：統合後の賠償対応組織を福島本部の所属とする（２０１３年１月）こと等により、より円滑な地域

対応や効率的な証憑収集等による手続迅速化を目指すとともに、被害者の方々の個別事情

を賠償へ適切に反映。

AP(14)：土地・建物について、登記未了物件の扱いや必要最低限の証憑入手方法等に関し国や

自治体との協議・調整を早急に進めるとともに、家財および法人の償却資産等の賠償に

ついては、１２月中に先行して受付を開始。

:現地社員の現場確認により証憑収集を効率的に行うなど、財物賠償手続きを迅速化・円滑化。

AP(15)：福島県及び市町村との協議を早急に進め、１２月に受付・支払を開始。
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Ⅱ：世界最高水準の安全確保 （１） 原子力改革

計画期間における方針

• 世界最高水準の安全意識と技術的能力及び社会との対話能力を有する組織

として生まれ変わること

具体的な目標

①原子力改革監視委員会、原子力改革特別ＴＦの設置（２０１２年９月済）

－各委員のご指摘・ご提言を真摯に受け止め、これまでの安全思想を根底
から改める

－二度と福島事故を繰り返さないために、社内事故調査報告書の結論にと
らわれることなく、聖域を設けず改革を推進

②原子力改革プランの策定（２０１２年１２月）

－経営トップから一従業員に至るまで、一人ひとりに安全文化（安全意識、
技術的能力、対話能力）が浸透している基盤と、その基盤に支えられた
分厚い組織（人材）作りのため、以下に取組み

AP(16)：経営層の人物像明確化、幹部教育制度確立、スタッフ職強化

－組織の改革

AP(17)：深層防護※の積み重ねができる組織への変革

AP(18)：緊急時組織の改編（ICSの導入）

－業務プロセスの改革

AP(19)：深層防護を積み重ねることができる業務プロセスへの変革

AP(20)：安全意識と技術的能力を有する人材を育成するプログラムへ
の見直し、強化

－規制当局・立地地域・社会との関係の改革

AP(21)：透明性が高い規制当局との関係の実現。円滑なリスクコミュニ
ケーションを実現するため、スポークスパーソンを配置

－上記改革の具体的な成果を検証・公開

AP(22)：ハード・ソフト両面の対策の着実な実施。不断の努力として
深層防護を積み重ね、これを公表

③原子力改革プランの実行（２０１３年１月～）

AP(23)：改革プランの進捗状況の管理・見直し・公表

従来の安全意識・組織風土を刷新し、世界最高水準の安全を自律的に実現

骨 子

AP(23)：原子力部門等における改革プランの実行状況を監視し、必要に応じて改革プランの見直しを

実施し、その結果を四半期に１回プログレスレポートとして取りまとめ、公表。

（AP＝アクション・プラン） AP(16)：原子力のリスクを強く認識し、常に事故を起こさないという使命感を持った経営層を登用。また、

そのような経営層を養成するための幹部教育制度を確立し、経営層がリーダーシップを十分に

発揮できるようスタッフ（分野ごとの専門家）を強化し、配置。

AP(17)：事故後の発電所の状況や環境変化をふまえ、現場を重視した原子力部門へ組織改編。

：緊急時組織へのスムーズな移行や安全意識の浸透のため、平常時の組織（GM制や請負

多層化などを含む）についても見直し。

：執行側を牽制する内部規制組織を設置し、リスク情報の分析結果や組織メンバーの見識等に

より、規制当局を先取りした安全対策を実施。内部規制組織には、安全文化に長けた社外

（海外を含む）の人材も招聘。

AP(18)：米国陸軍・消防等が採用する、災害現場での指揮に関する標準化されたマネジメントシステム

であるICS（Incident Command System)を導入。

：緊急時対応を的確に実施するため、平常時から責任と権限、指揮命令を明確化した体制を

構築し、この体制および能力を確認、養成していくため、緊急時作業を中心に直営化。

AP(19)：発電量等に応じた一定割合の投資を可能にすることで、改善活動に対する金銭的な懸念

払拭。設備を管理している保全業務プロセスの標準化、システム化を行い、安全をじっくり

考える時間を捻出するなど、改善活動を活性化。

AP(20)：直営作業の取組みに加えて、設備診断技術の育成等により、技術力を高め、安全に対する

気付き、改善を促す。

：緊急時および平常時の組織の各職位について、要件を明確化し、評価したうえで登用すると

ともに、候補者に対しては計画的な研修や人事ローテーション等を実施。

AP(21)：規制当局とのやり取りについて、ホームページで公開する等の透明化を図る。

：立地地域や社会のみなさまと、リスクマップやプログレスレポートの公表を通じて、リスク

コミュニケーションを実施していく中で、スポークスパーソンを養成。

AP(22)：防潮堤、防潮壁、水密扉を設置したほか、電源車や消防車、車載型熱交換器などを配備

（ハード面）。これらの設備を運用するためのマニュアルの整備や訓練を実施（ソフト面）。

：これらの活動について、ＩＡＥＡのレビューを受ける。深層防護の積み重ねの実施状況について、

スポークスパーソンを通じて広くお伝えしていく。

原子力改革監視委員会は４つの分科会（①国際協力、②内部規制、③技術、④緊急時対応・倫理）を

立ち上げ、各委員が役割を分担して、改革を監視・監督

※深層防護：安全確保対策を講じるにあたり、異常の拡大を想定し、それを防止・低減する対策を講じることを繰り返して安全確保に高度の信頼性や確実性を確保する考え方
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Ⅱ：世界最高水準の安全確保 （２）大震災等のクライシスにも負けない防災態勢・事業継続態勢の構築

計画期間における方針

・東日本大震災での経験・知見を反映しつつ、深刻な事態が起こりうることを

前提に、深層防護の考え方を取り入れた防災計画の策定と実行

・大震災以外の最新の災害想定等に基づく新たな事業継続計画の策定、態勢

整備

具体的な目標

①東日本大震災での経験・知見を反映した防災計画の改善と実行

（２０１３年３月）

AP(24)東日本大震災で顕在化した防災上の課題や新たな知見の全社的
集約と課題検討推進態勢の整備

AP(25)上記に基づく、首都直下地震、南海トラフ巨大地震等に備えた課題
解決策の検討、実施

AP(26)原子力災害と大規模停電の複合災害等における課題対応策の検討、
実施

AP(27)防災計画の円滑な実行を図るため、定期訓練の改善及び人と組織の
非常時対処能力向上に向けた施策の実施

AP(28)社内カンパニー制導入時にも復旧能力を維持できる防災態勢の策定

AP(29)立川代替施設における訓練の充実

②大震災以外の最新の災害想定等に基づく新たな事業継続計画の策定、
態勢整備

AP(30)新型インフルエンザ対策活動計画の見直し検討（２０１３年３月）

AP(31)水害対策の推進（２０１３年度継続）

AP(32)災害時における事業継続計画のレビューと課題検討（２０１３年３月）

③社外の多面的な視点を取り入れた防災計画、事業継続計画の検証

AP(33)防災計画、事業継続計画を社外の眼で検証する会議体の設置

東日本大震災の経験を活かし、種々の事業継続リスク対策の補強を行うことにより、“安定供給”を継続する能力を向上させ、社会の信頼に応える力を強化する

骨 子

AP(30)：国の新型インフルエンザ対策行動計画の改定に伴う、当社の新型インフルエンザ対策活動
計画の内容見直し検討。

：以前の訓練や検討において認識された課題（態勢の一部変更、検温方法改善、罹患者数
集約方法の改善 等）についても対策を実施。

AP(31)：利根川や荒川の洪水、高潮等について、浸水マップによる被害想定を順次進め、対策に
ついて検討を継続。

AP(32)：非常災害対策本部要員以外の社員の保護、非常災害対策以外の機能に関する事業継続
計画をレビューし、必要な対策を構築。

（AP＝アクション・プラン）

AP(24)：既存組織である『総合技術委員会』および『防災対策委員会』の下に、『設備対策・復旧検討
ＷＧ』『非常災害態勢検討ＷＧ』『ソフト面改善検討ＷＧ』を設置し、各種課題を分担して検討
しつつ情報共有する態勢を整備。（２０１２年９月済）

AP(25)：上記新設WG、首都直下地震対策支社長連絡会議等において下記の課題を抽出し、対応
策を検討、実施。
・燃料入手困難解消のための供給元との連携や備蓄手段の強化
・本部長不在時の指揮責任者決定方法の改善（２０１２年９月済）
・データセンターの分散化によるシステムのバックアップ機能強化（２０１２年５月済）
・新しい地震想定に基づく設備の耐震性チェック
・対策拠点被災時の代替地点確保対策
・ハザードマップに基づく津波発生時の避難ルール等の整備
・本店建物被災時の代替施設への移動方法改善
・支店支社建物被災時の対応力強化
・災害情報システムの運用改善
・自動呼出・安否確認システムの改良 等

AP(26)：下記の課題について検討・実施。

・原子力緊急対策本部を含めた対策本部設備を整備するため、本店内に第２対策本部室を
追加設置（２０１２年７月済）

・原子力災害と大規模停電が同時に発生した際の本部態勢の改善、運用方法などを検討
・原子力発災時の支援拠点計画やモニタリング、スクリーニング対応要員の養成など原子力
部門と他部門が関係する対策について、部門間が協調した検討体制を設定

AP(27)：災害対応訓練内容の見直し、実行、評価およびフィードバック。

AP(28)：今後決定されるカンパニー制の組織形態に応じて防災対応能力の低下が生じないように態勢
を修正し、必要な条件整備について検討。

AP(29)：立川代替施設へのヘリコプターを活用した移動訓練、ならびに対策本部設営訓練の実施。

AP(33)：社長をトップとする社外専門家を含めた会議体を設置し、防災態勢を含む各種事業継続
計画について社外の眼で検証していただく場とする。
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Ⅲ：責任を全うするための財務基盤づくり （１） サバイバルのためのコスト削減

計画期間における方針

• 料金査定を踏まえ、総合特別事業計画のコスト削減額(１０年平均３，３６５

億円）から、更に年１，０００億円規模のコスト削減上積み

具体的な目標

①コスト削減体制の整備と追加コスト削減の実施

－社内横断的なコスト削減体制の整備（２０１２年度～）

AP（34）調達取引を審査する「調達委員会」を設置（２０１２年１１月）
外部コストカッターを起用、抜本的な調達改革を実施

－ コスト削減の上積み（２０１２年度～）

AP（35）年１，０００億円規模の追加コスト削減を検討・実施

AP（36）リスク限度の変更等まで踏み込むコスト削減を検討

AP（37）競争調達拡大（５年以内に６割以上）を前倒し

②間接業務の徹底的効率化

AP（38）本店を中心に間接業務を３割効率化（２０１５年度まで）
組織のフラット化についても併せて検討

③グループ会社へのコスト削減展開

AP（39）子会社のコストを２割以上削減

AP（40）子会社の競争力向上に伴う連結での収益向上

自由化後も市場競争に生き残るため、あらゆる手段を活用した固定費・変動費の抜本的削減による収益体質の改善

骨 子

（AP＝アクション・プラン）

AP(34)：企業再生・コスト削減に長けた外部有識者を委員とする「調達委員会」を設置。

調達取引について、外部の視点から、社内横断的に厳しく審査、従来の調達構造・調達慣行
を抜本的に見直し、より一層のコスト改善を持続的に実施、総合特別事業計画および追加

コスト削減を確実に実現・深掘り。

AP(35)：料金査定を踏まえ、燃料費・修繕費・減価償却費等全ての費用について、あらゆる手段を

活用したコスト削減策を検討、総合特別事業計画の削減目標額（１０年平均３，３６５億円）に

対し、更に年１，０００億円規模の追加コスト削減に向けて具体方策を検討・実行。

AP(36)：自由化後の競争力確保を見据え、あらゆる費用について、設備リスクの限度の見直し等まで

踏み込む抜本的なコスト削減を検討。

AP(37)：競争調達拡大・加速化に向け、「競争拡大分科会」において更なる検討を実施。
「調達委員会」における競争原理が十分に働かない調達構造の見直し等と併せ、競争調達

比率について「５年以内（２０１６年度まで）に６割以上」の達成前倒しに向けた、全社的な

取組みを加速。

AP(38)：業務の抜本的な見直しやスタッフ機能のスリム化等により、２０１５年度までに、本店を中心に

管理・間接業務を３割効率化。

外部専門家を交えた「間接業務効率化プロジェクト」において、最小組織単位における業務を

分析、間接業務の効率化手法を詳細に検討し、実行。

カンパニー制の導入等を踏まえた組織のフラット化についても、併せて検討。

AP(39)：料金査定等を踏まえ、電気事業の機能を分担する子会社のコストを２割以上削減。

外部専門家を交えた「子会社・関連会社コスト削減プロジェクト」において、会社毎の削減策を

詳細に検討し、実行。

AP(40)：子会社・関連会社の競争力向上に伴いグループ外取引を拡大、連結での収益向上を目指す。
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Ⅲ：責任を全うするための財務基盤づくり （２） 細分化された組織単位でのコスト管理の徹底

計画期間における方針

具体的な目標

可能な限り細分化された組織単位での、自発的なコスト削減・収益拡大メカニズムの確立

骨 子

AP(44)：全面自由化にともなう競争環境を視野に、社内取引ルール、組織目標により、

「社外」「カンパニー間」「カンパニー内」の３つの競争メカニズムを導入。

－社外との競争：社内取引価格と市場価格との比較

－カンパニー間の相互牽制：社内取引に対する社内説明と相互確認

－カンパニー内の健全な競争：カンパニー内同一機能間のパフォーマンス見える化

AP(45)：全社利益と社員一人ひとりの貢献のつながりを見える化し、行動目標に反映、

コスト意識を向上。

AP(46)：管理会計を社内共通指標・社内共通言語とし、あらゆる社内組織において徹底活用。

－経営：経営資源配分決定（資金、人的リソース）、経営目標設定、対外説明ツール

－組織長：管理会計指標による組織マネジメント

－社員：全社利益とのつながりの見える化による一体感醸成

AP(47)：透明性強化と情報公開に向けたIR活動への活用。

AP(41)：燃料・火力／送配電／小売の各カンパニーとコーポレートの組織単位で、全社に管理会計を

導入。

：管理会計は、経営管理のツールとして会社実態を可視化し、経営判断のための情報を

提供、現場と経営を一体化させる、社内コミュニケーションツール。

：カンパニー、コーポレート毎のBS/PL等と社内取引の導入により、財務会計と一致した数値で、

月次による管理を徹底。

AP(42)：コスト管理は、カンパニー・コーポレート単位だけでなく部門・事業単位に細分化（燃料・

火力、送変電、配電、現業、販売、コーポレートの６分野×事業所単位）。

AP(43)： 「責任単位マネジメント制」では、部門・事業単位に各管理会計指標に対する責任者を

明確化。

• 自発的なコスト管理・コスト削減が可能となる管理会計を導入

• 社内取引ルールによる相互牽制・競争メカニズムの導入

• 上記の成果の経営意思決定への徹底活用（資源配分・人事等）

①細分化された組織単位でコスト管理を徹底する管理会計の導入
（２０１３年４月）

AP(41)BS/PL等による管理会計の導入・運用開始

AP(42)コスト管理組織単位のさらなる細分化によるコスト管理の徹底

AP(43)「責任単位マネジメント制」の導入

②社内取引ルールによる相互牽制・競争メカニズム導入（２０１３年度）

AP(44)コスト構造を見える化し、組織間の相互牽制・競争を促進

AP(45)組織目標と個人目標との関係を明確化し、社員一人ひとりのコスト
意識、収益拡大意識を向上

③経営意思決定への管理会計成果の徹底活用（２０１３年度から順次）

AP(46)経営管理において管理会計数値を最大限活用（PDCA）

AP(47)社外とのコミュニケーションツールとしても活用

（AP＝アクション・プラン）
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Ⅳ：新生東電の収益基盤づくり （１） ＨＤカンパニー制を視野に入れた経営改革

計画期間における方針

具体的な目標

電力システム改革に対応し、各事業部門の競争力を高めながら、自律的・自発的に収益拡大を進めるメカニズムを確立

骨 子

AP(51)：競合／顧客、収益構造の違いに応じた組織の見直し、部門間での戦略的な経営資源の融通、

技術ノウハウ等の共有などを実施。

：燃料・火力事業のトップランナーに向けて、電源開発・リプレースの推進、燃料調達・運用の

低コスト化。

：ネットワーク部門では、「世界一の次世代ネットワークを実現するネットワークサービス

インテグレータ」に向けた、スマートメーターの配備等による新たな付加価値の創出、

新エネルギーの導入拡大をリードする系統制御・運用の高度化・効率化。

：小売部門では、「お客さまに選ばれる会社」を目指した、お客さまセグメント別の競争戦略の

構築、競争戦略に沿った組織形態への見直し、将来の販売事業が持つべき機能の明確化、

それを見据えた人材育成。

AP(52)：全面自由化に備えた抜本的な情報システムの再構築（顧客情報（販売／ネットワーク

部門間の情報遮断）、需給・系統運用など）。

AP(48)：組織形態については、将来のＨＤカンパニー制※を視野におき、自由化・競争部門と中立的

なネットワーク部門を区分した、燃料・火力／送配電／小売による社内カンパニー制を導入。

（注）電力システム改革議論、競争戦略等を踏まえ、組織形態については柔軟に検討

：経営層による全体の判断のもと、各事業分野の長が自律的に事業運営を行い、

競争力を高めるとともに将来的な成長を促進。

：部門主義を克服するための積極的な人事ローテーションのルール化、経営人材の育成。

AP(49)：カンパニー、コーポレート単位で、社内取引による管理会計を全社に導入、組織目標

設定により健全な競争を促進。

：部門、事業単位別に細分化された組織によるコスト管理を徹底。

（燃料・火力、送変電、配電、現業、販売、コーポレートの６分野×事業所単位）

AP(50)：社内取引ルールにより、カンパニーが相互に牽制することで、合理化を促進（社員一人ひとり

のコスト意識、収益意識の改革）。

• 社内カンパニー制の導入と収益管理の徹底

• 電力システム改革に対応した経営戦略の策定と組織形態の見直し

（全面自由化に合わせ実施）

①社内カンパニー制の導入と収益管理の徹底（２０１３年から順次)

AP(48)各事業分野長の自律的運営と成長を促進

AP(49)カンパニー間、カンパニー内（同一機能の組織間）での健全な
競争と細分化された組織単位でのコスト管理を徹底

AP(50)全社利益は全社員が責任を持つ意識を共有

②先々の事業環境の変化に対応した経営・組織戦略の策定・実行
（２０１３年から順次）

AP(51)全面自由化に向けた経営・組織戦略の策定・実行

AP(52)情報システムの再構築

（AP＝アクション・プラン）

※ HDカンパニー制：ホールディングカンパニー制の略
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Ⅳ：新生東電の収益基盤づくり （２） 再生に向けた収益基盤づくり

計画期間における方針

• 燃料火力カンパニー：低廉な電力を安定的にお客さまにお届けするとともに、
費用削減と売上拡大による利益・カンパニー価値を最大化

• 送配電カンパニー：ネットワーク利用の中立性・公平性の向上を図り、利便性
の高いネットワーク利用環境を構築（スマートメーター導入等）

• 小売カンパニー：セグメント別戦略の構築、新規ビジネス進出による営業力
強化に向けた態勢の確立

具体的な目標

①燃料火力カンパニー

AP(53)燃料費・固定費の抜本的なコストダウンの実施（２０１２年～）

AP(54)石炭・高効率LNG火力へのリプレース、LNGを中心とした燃料費の
低減（２０１２年～）

AP(55)海外事業・燃料事業投資の検討・実施（２０１３年～）

②送配電カンパニー

AP(56)託送料金水準で業界トップクラス（系統信頼度でも業界トップ
クラス維持）（２０１２年～）

AP(57)収益拡大に向けた各種施策（スマートメーターの導入推進等）の
策定（２０１３年）

③小売カンパニー

AP(58)ソリューション提案を再構築し、１０年後に需要獲得２，０００億円/年
と周辺事業売上獲得１，０００億円/年を実現するアクションプラン
策定（２０１３年）

AP(59)ＩＰＰ入札などによる新規電源調達（２０１３年）

④海外事業

AP(60)２０２０年までに海外コンサルティング事業の売上高２０億円を達成
するための体制を整備（～２０１４年）

AP(61)ＩＰＰ投資事業の利益3倍増を目指し当社の資金調達・拠出スキーム
を確立、アライアンスパートナーとの体制を強化（～２０１４年）

低コストでお客さまに選ばれるエネルギーサービスをご提供することを目的に、１０年以内に「発電・燃料事業のトップランナー」「世界一の次世代ネットワークを実現するネットワーク
サービスインテグレータ」「セグメント別の小売競争への対応」に向けた基盤を構築

骨 子

AP(58)：お客さまセグメント別ソリューションモデルを活用した成長アクションプランの策定。

：デマンドレスポンスの推進アクションプランの策定（２０１２年）

：お客さま接点業務を通じたサービス改善・料金メニュー多様化と最適エネルギー提案の推進。

：グループ企業・アライアンスパートナー企業との付加価値サービスの事業構築。

：スマートメーター新ビジネスの推進（システム開発・事業化（２０１３年）、サービス開始(２０１４年
～））。

AP(59)：新規調達の火力電源はすべて入札。電源調達による競争力回復を目的に、既に入札実施を
公表した２６０万ｋＷに加えて高経年化火力のリプレース等に対応した１，０００万kW規模の
入札募集計画を策定。グリーン電源の割り当てによる選択料金を打ち出し。

AP(60)：メーカー・金融機関等と提携し、当社海外コンサルティング事業の知見・ノウハウを活用した
電力システム輸出実現の体制を構築。

AP(61)：ユーラスエナジーやタイEGCO社等の既存事業会社を通じた案件開発の推進により収益基盤
をより堅固にしつつ、信用力強化を図り、中長期的なＩＰＰ投資拡大に向けた体制を整備・強化。

（AP＝アクション・プラン）

AP(53)：これまでの発想にとらわれないあらゆるコストダウン方策を検討・実施。

：経済性のあるLNG・石炭火力の稼働最大化（定期検査工程の短縮・建設中電源の稼働
前倒し）。

：燃料の経済的な調達、機器点検・修理費用の削減等を実施。

AP(54)：ＩＰＰ競争入札に勝ち抜き、競争力のある電源の開発を着実に推進することで、石炭火力比率
の抜本改善、LNG火力の熱効率１割向上達成。

：電源の開発にあたっては、中長期的成長を見据えた内外のエネルギー事業者等との
アライアンス組成により外部資本を導入。

：調達数量の半分程度（最大１，０００万t/年）までの北米産シェールガスなど軽質LNGの大幅な
導入拡大に向けたアクションプランの策定。

：燃料関連設備（LNG受入基地等）の共同運用体制の強化により、さらなる運用効率化を検討・
実施。

AP(55)：内外の事業者と連携し、海外発電事業に積極関与。

：燃料調達とパッケージで燃料サプライチェーン全体への関与を強化。

AP(56)：これまで万全を優先する考えが強く残っていた領域についても、コスト削減の可能性を探し、
安定供給や安全を損なうことがないよう配慮しつつ、更に踏み込んだコスト削減方策を検討。

：コスト削減による大規模停電や公衆災害の発生を回避するため、リスク管理を徹底。

AP(57)：スマートメーターの導入スケジュール（２０１４年～、２年で５００万台、５年で１，４００万台以上）
を、要望に応じて積極的に前倒し。また、社内の関連ノウハウ・技術を集結。

：ファミリー企業や自前インフラに拘泥しない、内外に開かれた「調達改革」を実施。
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Ⅳ：新生東電の収益基盤づくり （３） 業務改革（人事、会計、目標設定、広報）

計画期間における方針

• 人事制度：実力主義を徹底、経営環境の不連続な変化の中で、改革を断行し

成長を牽引するリーダー人材を創出

• 管理会計：可能な限り細分化された組織単位での自発的コスト削減メカニズ

ムの確立

• 目標設定：責任単位での目標設定による責任の明確化と経営管理の徹底

• 広報戦略：徹底した透明性強化・情報公開と「伝わる広報」の実践を通じ、

社会の信頼を回復（世論調査の信頼性評価向上）

具体的な目標

① 人事制度改革

AP(62)実力主義の徹底と「改革牽引人材」の創出

AP(63)現場のミドルマネジメントの強化

② 管理会計

AP(64)「責任単位マネジメント制」導入

AP(65)社内取引による相互牽制メカニズムの導入

AP(66)経営意思決定への管理会計成果の徹底活用

③ 目標設定

AP(67)各カンパニー・カンパニー内の責任単位に収支改善・成長基盤強化
等の目標を設定

AP(68）きめ細かな経営管理（ＰＤＣＡ）

④ 広報改革

AP(69)透明性強化、情報公開、リスクコミュニケーション・危機管理の充実・
強化

AP(70)経営トップが前面に立った広報と経営トップサポート体制の強化

AP(71)福島復興本社に福島広報部（仮称）を設置

Ⅰ～Ⅲの改革を加速化する、合目的的・厳正なマネジメント体制の構築

骨 子

AP(67)：各カンパニーのミッションに基づく目標とＫＰＩを管理会計指標とあわせ設定。第一線職場
まで展開。目標と行動のつながりを見える化することで、組織の一体感を醸成、

責任体制を明確化。

AP(68)：管理会計の月次管理とあわせて各組織の目標達成状況をショートインターバルで管理する
ことでPDCAを実施。

AP(69)：事故の当事者として、社会への説明責任を果たすため、原子力設備等の潜在リスクや
トラブル情報等の迅速・正確な発信、緊急時の広報体制や訓練を強化。

AP(70)：社外人材や女性スポークスパーソンを登用し、経営トップによる広報をサポート。

：安全対策、原子力等の社内改革、福島重視の姿勢、意識・行動改革の取組み等を主体的に
発信・可視化し、社会の皆さまのご関心・ご期待に能動的に応える広報を徹底。

AP(71)：福島復興本社に福島広報部（仮称）を設置し、東京と連携しつつ、地域への迅速・正確な
発信、地域との対話力を強化。

AP(64)：部門・事業単位に責任者を明確にし、細分化された組織でのコスト管理を徹底することで、
自発的なコスト管理・削減メカニズムの確立。

AP(65)：社内取引ルール設定により３つの競争メカニズムを導入し、コスト意識、収益拡大意識向上。

AP(66)：経営管理のツールとして会社実態を可視化し、経営判断のための情報を提供。経営資源
配分や人事等の決定や経営目標の設定に使用。

AP(62)：処遇制度の見直し（等級大括り化、年俸制拡大等）、評価制度の見直し（改善・改革の加点

評価、アセスメント導入等）により年功打破・実力主義を徹底、社員の努力に報いる仕組み

とすることで、業務の改善・改革を促し新しい時代に相応しい人材の選抜・任用を実現。

：人材育成見直し（育成カルテ導入、経営幹部候補層の育成体系構築等）を通じ、現場レベル

まで人材をきめ細かく育成し活躍を促すとともに、経営幹部候補の選抜と計画的な鍛錬機会

付与・抜擢を通じ、現場・経営の各レベルで改革を牽引する人材を創出。

AP(63)：チームリーダーの職位化により、現場を中心にミドルマネジメントを強化し、現場レベルの業務

効率化推進や技術・技能の継承を強化。

（AP＝アクション・プラン）


